
　2025年は、1月のトラン
プ新政権の発足が、経済政
策の不確実性を高め、トラ
ンプ政権の通商政策、特に
中国に対する追加関税措置
で北米航路の需給が揺り動

かされ、4月以降、米輸入
業者の駆け込み需要が急
増、スポット運賃が急騰、
船社が船腹増を図ったが、
6月をピークに下落に転じ
た。 

　米国の実質GDP成長率
は2年連続で2%台後半の高
い伸びを示したが、トラン
プ関税の影響による物価上
昇や景気減速の要因とな
り、2025年は、実質GDP成
長率が1.4%から1.6%程度に
とどまると推定、26年も
1.9%程度と予想されてい

る。 
 
荷動き25年後半から減退 
　こうした経済情勢のも
と、日本海事センターがま
とめた米国の通関統計をも
とにしたJOC PIERSデータ
による2025年1～10月累計
の往航荷動きは前年同期比
2.3％増の1,838万8,188TEU
となった。国別では、中国
が6,5％減の924万41TEU、
韓 国 が 5.1％減 の 110万
7,603TEU、台湾が0.7％増
の55万8,436TEU、日本は
1.8％減の55万7,619TEUだ
った。 
　ASEANはすべての国で

増加し、地域全体で21.3％
増の544万5,468TEU、南ア
ジアは 14.3％増の 143万
5,564TEUで、うちインド
は13.8％増の111万 2,549 
TEUだった。 
　2025年は4月まではトラ
ンプ関税を回避するためア
ジア発の前倒し輸出で前年
比増加したが4月の後、関
税引上げにより7月をピー
クに9月には前年割れ、年
末商戦向けピークが例年比
で早く終了した。 
　 ま た 、 Descartes 
Datamyneがまとめた25年1
～11月累計のアジア10カ
国・地域発米国向けコンテ

ナ荷動き（母船積み地ベー
ス）では約1,860万TEUで
前年同月から横ばいとなっ
た。 
　一方、米国小売業協会
（NRF）と調査会社、
Hackett Associatesが、主
要コンテナ港のデータを基
に小売業向け荷動きを6カ
月先まで予測するGlobal 
Port Trackerの最新レポー
トによると、2025年上半期
は前年同期比3.7％増の
1,253万TEUだったが、通
年は1.4％減の2,520万TEU
と予測。26年1月は6カ月ぶ
りに前月比プラスとなる
が、前年同月比10.3％減の

26年も関税問題圧力に

　2026年は需要面で昨年に勢いが続くのか見通せない中、新造船は小幅ながらも引
き続き増加する。新規船の大半は大型船で東西主要航路向けだが、これらの新造船
は南北・域内市場などの二次航路にも波及効果をもたらし、大型新造船が投入され
るにつれ、旧式大型船は二次航路へ転用、輸送能力が増加、紅海の迂回航路が終了
すれば、輸送能力はさらに高まる。コンテナ船市場は、過去5年間にコンテナ海運が
経験した前例のないスーパーサイクルが終焉を迎えつつつあり、地政学的リスクな
ど複数の要因が重なり、新たな段階へ入ると予想する向きもあり、船社による需給
に応じたきめ細かな船腹調整が収益確保に一段と重要となりそうだ。
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200万TEU、2月は8.5％減
の186万TEU、3月は16.8％
減の 179万 TEU、 4月も
10.9％減の197万TEUと2ケ
タのマイナスが続くとし、
今後の関税政策は不透明
で、不確実性は長期化する
とし、小売業者はそれに対
応し、サプライチェーンの
調整を継続する姿勢だ。 
 
船腹量増低水準 
　一方、コンテナ船の船腹
量は荷動き前半増加、後半
減速に対応、年間で中国／
米国航路の欠便は、前半の
荒れた状況を経て、米国の
関税政策に伴う数カ月にわ
たる急増の後、需要が平準
化する中、新たなサービス
パターンに落ち着きつき、
欠便は、4月の最高値から
秋には82％減少した。日本
郵船調査グループの資料に

よると、25年8月末時点で
アジア／北米航路の船腹量
は610隻・576.1万TEUと前
年同時点から1.4%増の低水
準にとどまった。 
 
運賃6月ピークに下降 
　この結果、運賃市況は上
海航運交易所（SSE）が公
表している上海出しスポッ
ト運賃（THC除く）を反
映した上海輸出コンテナ運
賃指数（SCFI）の推移を
みると、北米西岸航路は25
年1月初旬の4,997ドル／
FEUから12月中旬には
1,780ドル／FEUへ約
64%低下、北米東岸航
路は、1月初旬の6,229
ドル／FEUから12月中
旬には 2,737ド ル ／
FEUへ56%低下した。 
　トランプ関税に対
応、船積み前倒しで年

初から荷動き増はあった
が、4月まで低下が続い
た。4月の関税引き上げ
後、荷動が減速する状況で
も、小幅ながらも市況が上
昇、5月の米中関税合意に
よる荷動き急増で船腹が一
時的に不足したため、市況
は急騰したが6月をピーク
に船腹が戻り荷動きピーク
が終わるにつれ市況は下落
傾向をみせた。 
 
26年も荷動き小幅増 
　2025年10月14日から、中

国船社の船舶や中国建造船
のほか、米国外で造船され
た自動車船に対して米通商
代表部（USTR）が入港手
数料を課し、中国も対応措
置として米国関連船に対す
る特別港湾料金の徴収を予
定していたが、土壇場で米
中間の合意が成立し、11月
10日から1年間、徴収を停
止したものの、2026年にこ
の問題がぶり返すことは間
違いない。 
　韓国の海運・造船調査機
関、韓国海洋水産開発院

（KMI）は2026年は米国の
インフレ低下が見込まれる
が、可処分所得減少で実質
的な消費は弱まり、トラン
プ政権による関税政策がア
ジア発米国向け荷動きが下
方圧力として作用すること
からコンテナ荷動きは0.6%
増にとどまると予想した。 
　また、ボルチック海運協
議会（BIMCO、英国）は
北米のコンテナ輸入量は
2026年と2027年に2% 増加

すると予測、特に米国にお
けるマクロ経済リスクも強
調している。BIMCOは
2025年の米国経済成長の最
大70％は、AI投資とAI関
連の株価上昇に伴う富への
影響によってもたらせ、
AIバブルが崩壊した場
合、世界経済への波及やコ
ンテナ船需要の拡大など、
米国経済に深刻なダメージ
を与える可能性があるとみ
る。

 ( 2 )           SHIPPING GUIDE,  Thursday,  January  1,  2026

　欧州経済は、2025年も緩
やかな成長が続き、インフ
レが鈍化し、欧州中央銀行
（ECB）の利下げが期待さ
れる一方、ロシア・ウクラ
イナ情勢や地政学的なリス
ク、製造業の停滞など、下
振れ要因も依然として多く
存在、特にドイツ経済の動
向や、EU・米国との貿易
摩擦が景気の重石となる可
能性があるとされる。 
　欧州委員会は2025年11
月、秋季経済予測を発表、
2025年の実質GDP成長率
は、EU27カ国で1.4％、ユ
ーロ圏20カ国で1.3％、
2026年は、EUは1.4％、ユ
ーロ圏は1.2％予測。今後
の下振れリスクとしては、
貿易政策の不確実性による
影響、現行の関税や非関税
障壁、それに伴うサプライ
チェーンの混乱が、EUの
輸出と生産効率に予測より

大きな影響を与えうるとし
た。また、ロシアによるウ
クライナ侵攻などの地政学
的な緊張や、ユーロ高によ
る競争力の低下、気候変動
に関連した災害対策費の上
昇をあげた。 
 
荷動き往航増も復航減少 
　こうした経済情勢のも
と、日本海事センターが
Container Trade Statistics
（CTS、英国）のデータを
もとにまとめているアジ
ア／欧州航路のコンテナ荷
動き量は、2025年1～9月の
往航荷動きをアジアの積み
地域別にみると、北東アジ
ア が 5.3%増 の 133万
1,889TEU、中華地域が
10.9%増 の 1,136万 9,911 
TEU、東南アジアが7.3%
増の190万9,800TEU、欧州
の揚げ地域別では北欧州が
8.0%増の912万4,192TEU、

日地中海が12.3%増の279万
853TEU、 東 地 中 海 が
13.9%増の289万6,373TEU
だった。1月～10月累計で
は、1,629.3万TEUと前年同
期比8.6%増えた。 
　25年は中国の輸出貨物の
増加で、前年を上回る荷動
きとなり、8月には過去最
多の185.2万TEU記録、ス
エズ運河通航再開時に予想
される混乱への備えとして
の荷動増もあるといわれ
る。 
　一方、欧州からアジア向
け復航の荷動きは2025年1
～9月累計で前年同期比
7.7%減の442万511TEUと減
少傾向をみせ、往航と明暗
が分かれている。欧州の積
み地域別にみると、北欧州
は 7.7%減 の 303万 7,813 
TEU、西地中海は8.5%減
の72万6,996TEU、東地中
海は6.6%減の 65万 5,702 
TEU、アジアの揚げ地域
別では、北東アジアが7.7%
減の100万8,690TEU、中華

地 域 が 7.9%減 の 208万
4,884TEU、東南アジアが
7.3%減の132万6,904TEUと
なっている。 
 
船腹増加傾向 
　国際海事団体のボルチッ
ク海運協議会（BIMCO、
英国）2025年の船腹増加率
を7.3%に上方修正する一
方、2026年の船腹増加率は
3.1%と低く見通した。リサ
イクル活動が鈍化し、下位
船隊の増加予測値が上昇し
たことに加え、航海速力が
小幅に上昇したため、2025
年の供給予測値も増加した 
　25年は紅海における混乱
が影響を与えた。喜望峰経
由の迂回航路は航海期間を
延長し、有効輸送能力を低
下させ、運営コストを増加
させた。2026年も地政学的
緊張の高まりと貿易政策の
転換により不透明感が残
り、供給面では、コロナ禍
後の収益急増期に発注され
た新造船の引き渡しが継続

していることから、コンテ
ナ船隊の船腹量は依然とし
て増加傾向にある。 
　日本郵船調査グループの
資料によると、アジア／欧
州航路の船腹量は25年8月
末時点で515隻・782.2万
TEUと1年間で6%増加し
た。10月のガザ和平協議
「第1段階で合意」の後、
イエメンの武装組織フーシ
派による紅海通航の商船攻
撃は止まり、スエズ運河の
通航再開の動きがみらる
が、本格再開の時期は見通
せていないが、迂回のため
の必要船腹量は214.5万

TEUと試算、スエズ通航
再開で必要船腹量が減るこ
とは確実で、デンマークの
海 運 調 査 会 社 、 Sea-
Intelligenceは昨秋、海運会
社がスエズ運河経由の航路
を再開した場合、サプライ
チェーンは劇的に短縮、ア
ジアからの到着貨物は2週
間で倍増、8週間にわたる
段階的な移行でも、過去最
高記録を10％上回る増加と
なると予測している。 
 
運賃は後半から上昇基調 
　2025年に入ってからのス
ポット運賃の動向を、中国
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　2025年の中南米経済は、
総じて成長が鈍化する見通
し。国際機関による経済成
長率の予測は下方修正され
る傾向にあり、主要国はイ
ンフレ圧力や財政赤字の拡
大といった課題に直面して
い る 。 国 際 通 貨 基 金
（IMF）は2025年10月に発
表した地域経済見通しで中
南米・カリブ海諸国につい
て、世界経済が大きな政策
転換や持続的な地政学的緊
張への対応を続ける中で、
成長の鈍化と根強いインフ
レ圧力に直面していると指
摘する。中南米・カリブ海
諸国の経済成長率は2025年
が2.4%、2026年は2.3%に減
速すると予想、世界銀行
（WB）は、2026年の成長
率を25年6月時点の2.4%か
ら2.5%に引き上げた。ブラ
ジルの25年見通しを2.4%、
26年は2.2％へ減速、メキ
シコは25年が0.5%、26年は
1.4%へ加速、アルゼンチン
は依然として域内で最も高
い成長が見込んでいるが、
25年4.6%、26年は4.0%へ減
速する見通しだ。 
 
極東発荷動き2ケタ増 
　こうした経済情勢のも
と 、 Container Trade 
Statistics（CTS、英国）の
データによると、極東から
中南米向けコンテナ荷動き
量は2024年が年間で516万
9,500TEU、2025年は1～10
月累計で471万5,000TEUと
前年同期の423万5,700TEU
に比べ11%増加した。一
方、中南米から極東向けの
コンテナ荷動き量は2024年
が年間211万7,100TEU、
2025年は1～10月累計で169
万6,800TEUで前年同期の
171万2,700TEUに比べ0.9%
減となった。 

　一方、日本郵船調査グル
ープの資料によると、25年
8月時点のアジア／中南米
航路のコンテナ船腹量は
265隻・202.2万TEUと1年
前に比べて0.6%減少した。 
 
6月に6,000ドル台に 
　2025年のアジアから南米
向け運賃推移を上海出しス
ポット運賃（THC除く）
を反映した上海輸出コンテ
ナ運賃指数（SCFI）でみ
ると、1月初旬は5,344ド
ル／TEUの高水準だった
が、そのが下落し4月下旬
に1,114ドル／TEUへ下が
り底打ち、5月下旬には
2,797ドル／TEU、6月下旬
には6,220ドル／TEUへ急
回復を見せた。 
　その後、7月下旬には
5,199ドル／TEUへ下降、8
月 下 旬 に 3,199ド ル ／
TEU、国慶節連休前の9月
下旬には2,133ドル／TEU、
10月下旬も 2,565ドル／
TEU、11月中旬には1,486ド
ル／TEUと 1,000ド ル／
TEU台まで落ち、6月をピ
ークに下落傾向を示した。 
　また、韓国海洋振興公社
（KOBC）が公表している
釜山港を基準とするスポッ
ト運賃（THCなど含む）
のFEUあたりで示した韓
国型コンテナ運賃指数
（KCCI：KOBC Container 
Composite Index）の推移
をみると、1月初めは南米
東岸航路が5,951ドル／
FEU、南米西岸航路が
3,451ドル／FEUでスター
トしたあと、4月下旬に南
米東岸航路が1,895ドル／
FEU、南米西岸航路が
1.24%1,837ドル／FEUまで
下落したが、その後回復、
7月下旬には南米東岸航路
が5,000ドル台、南米西岸

航路は8月下旬に3,000ドル
台へ上げた。しかし、その
後は下落傾向となり、11月
下旬には南米東岸航路がし
2,342ドル／FEU、南米西
岸航路が1,916ドル／FEU
へ下げた。 
 
35年までにCAGR2.8% 
　市場調査会社のIndexbox
が昨秋発表したレポートに
よると、中南米・カリブ海
地域における輸送コンテナ
需要の増加を背景に、今後
10年間で消費量の増加傾向
が続くと予測。市場パフォ
ーマンスは加速し、2024年
から2035年までの期間に年
平均成長率（ CAGR）
+2.8%で拡大すると予測、
2035年末までに市場規模は
110万台に達すると見込ん
でいる。金額ベースでは、
2024年から2035年にかけて
年平均成長率（CAGR）
+4.1％で増加し、2035年末
までに市場規模は10億ドル
（名目卸売価格ベース）に
達すると予測する。 
 
中国→南米300万TEU超 
　また、Ocean Network 
Express（ONE）のレポー
トによると、南米発中国向
けコンテナ荷動き量は、
2005年の約20万TEUから
2024年には100万TEUに伸
び、中国発南米向けも2005
年の50万TEU未満から300
万TEU以上に増加、中国
は南米に対する海外直接投
資（FDI）を大幅に増加、
総コンテナ輸出入量は約
450万TEUに達している。 
　中国の南米向けFDIは従
来、エネルギー、金属、鉱
業部門向けが中心だった
が、近年は自動車生産、電
子機器組み立て、再生可能
エネルギープロジェクトな
ど、製造業やテクノロジー
分野へ拡大。これにより部
品や完成品向けに、より複

雑で高度なサプライチェー
ンの構築が求められてお

り、内陸の生産拠点と沿岸
部の港湾を結ぶインターモ

ーダルソリューションの需
要が高まっている。

の上海航運交易所（SSE）
が公表している上海出しス
ポット運賃（THC除く）
を反映した上海輸出コンテ
ナ運賃指数（SCFI）の月
間平均の推移でみると、1
月に欧州航路2429ドル／
TEU、地中海航路が3,440
ドル／TEUだったもの
が、12月中旬には欧州航路
が2,851ドル／TEU、地中
海航路が2,737ドル／TEU
へ低下している。 
　アジア／北欧州航路は年
間を通じ2,851ドル／TEU
を下回る水準で推移した。
荷動きは1月から前年を上
回るペースで推移していた

が、市況低下が5月まで続
き、5月12日の米中関税合
意による米国向け荷動き急
増に対応するため、欧州か
ら一部船腹を北米航路に転
配したことや、荷動き増加
と相まって船腹需給が引き
締まり、7月まで運賃市況
は上昇、10月の国慶節直前
を底に上昇傾向を示してい
る。 
 
スエズ復帰が最大の関心事 
　2025年11月には大手船社
によるスエズ運河ルートへ
の復帰に伴う動きが注目、
市場混雑や船舶の集中が港
湾混雑に影響するが、最も

重要なのはターミナルヤー
ドの在庫処理能力であり、
内陸輸送能力の不足が最大
のネックになる見通し。 
　スエズ運河の通航が再開
されれば、迂回路（喜望峰
経由）を利用していたコン
テナ船が大量にスエズに押
し寄せることになり、欧州
主要港でかなりの期間にわ
たって混雑が増加する予想
されている。 
　混雑を最小限に抑えるた
めにスエズ運河への復帰を
段階的に実施すべきだとの
意見もあり、多くの船社は
秩序ある帰還を望んでいる
が、世界の荷主は貨物がで

きるだけ早くスエズを通過
することを望んでおり、現
実的な困難は避けられな
い。主要船社のネットワー
ク再編戦略を考慮すると、
最も現実的なシナリオは旧
正月後の閑散期が移行期で
あると予測されている。 
 
26年の荷動き増限定的 
　リアルタイムで海上コン
テナ・航空貨物の運賃情報
を提供するノルウェーのプ
ラットフォーマ、Xeneta
の「2026年海上輸送見通
し」によれば、2026年は荷
主にとって有利に転換しつ
つあり、貨物調達の見直し

とサプライチェーンの耐性
強化を図る年となる可能性
がある。 
　韓国の海事研究機関であ
る韓国海洋水産開発院
（KMI）は、2026年のアジ
ア／欧州航路のコンテナ荷
動きは2025年より0.5%増加
すると予想している。欧州
中央銀行（ECB）の金利引
き上げやインフレ緩和によ
り、欧州の消費者心理が
徐々に回復するが、地政学
的リスクの長期化で荷動き
増加は限定的と見込んでい
る 。 こ れ に 対 し 、
Clarksons Research（英
国）は0.4%増、Drewry 

Matime Research（英国）
は2.2%増を予想している。 
　また、みずほ銀行産業調
査部は、日本産業の中期見
通し ～向こう5年（2026-
2030年）の需給動向と求め
られる事業戦略と題するレ
ートで、アジア→欧州は
2025年が前年比5.5%増の
1,930万 TEU、 2026年は
1,940万TEU、2030年には
2,100万TEUに達すると予
測、一方で欧州→アジアは
2025年が前年比3.3%減の
580万TEU、2026年も横ば
いの550万TEUへ５、2030
年も580万TEUにとどまる
と予測している。

中南米経済25年は鈍化
中南米航路

　国際通貨基金（IMF）
は、2025年の中東・北アフ
リカ（MENA）地域の実
質GDP成長率を 3.3％、
2025年の世界の経済成長率
の3.2％をわずかに上回っ
ており、2026年の実質GDP
成長率予測でも世界全体の
3.1％に対して、MENA地
域は3.7％の成長を予測し
ている。2025年6月のイス
ラエルとイランの衝突な
ど、世界的な不確実性の継
続と地政学的緊張の高まり
にもかかわらず、MENA
地域の2025年の経済は高い
回復力を示し、同地域は米
国の関税引き上げや世界的
な貿易の制限による直接的
な影響をほぼ回避したとい
う。 
　一方、インド亜大陸経済

は、インドの力強い成長に
けん引され、引き続き世界
で最も急速に成長する地域
の一つとなる見込み。世界
銀行（WB）やアジア開発
銀行（ADB）の最新の予
測では、南アジア全体の
2025年成長率は約5.9%から
6.3%程度と見られ、IMFや
ADBは、2025年のインド
の実質GDP成長率を6.5%～
6.7程度と予測、これは主
要経済国の中で最も高い成
長率の一つ。 
 
荷動き2ケタ増 
　インドなどの国々におけ
る堅調な経済拡大と製造施
設への投資増加を背景に、
貿易は著しい成長を遂げ、
2025年初頭、極東から中
東・インド亜大陸へのコン

テナ荷動きは14％の成長率
を示した。しかし、往復航
の荷動きは著しい不均衡状
態にあり、中東への輸入が
同地域から極東への輸出を
大幅に上回っている。上
海、シンガポール、寧波、
釜山などの極東主要港が貨
物取扱量で主導的役割を担
い、中東は今後、より重要
な海上ハブとして台頭する
と予測されており、今後20
年間で極東と中東間のコン
テナ貿易が最も著しい成長
を遂げると見込まれてい
る。 
　 Container Trade 
Statistics（CTS,英国）のデ
ータから2025年の月間荷動
き推移をみると、極東→イ
ンド亜大陸・中東は1月が
前年同月比31.6%増の105万
5,500TEUと2024年12月か
ら2カ月連続で100万TEU
を突破し好調な滑り出しと

経済成長で需要増続く
中東・南アジア航路

極東→中南米1-10月荷動き

極東→インド亜大陸・中東1-10月荷動き
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　アフリカ開発銀行グルー
プ（AfDB）の2025年版
「アフリカ経済見通し
（ African Economic 
Outlook: AEO）」による
と、地政学的な不確実性や

貿易摩擦が続く中でも、ア
フリカの経済成長率は2024
年の 3.3％から 2025年に
3.9％、2026年には4.0％に
上昇すると見込まれてい
る。内外の課題が山積する

中にあっても、アフリカは
依然として顕著なレジリエ
ンスを示している。 
　IMFは「地域経済見通し
（サブ・サハラアフリ
カ）」で、2025年の同地域
の予測成長率は4.1％で、
2026年には4.4％と0.3ポイ
ントの上昇が見込まれると

経済急成長で主要貿易地域に
アフリカ航路

　豪州経済は、堅調な成長
が続く一方で、インフレ圧
力への警戒が残る状況、ニ
ュージーランドも同様に、
金利据え置きの観測から通
貨が上昇しており、一部の
国では産業の脱炭素化への
投資が成長の鍵になるとみ
られている。 25年の豪州
の実質GDP成長率は2.4%、
2026年については2.2%に上
方修正予測が出ている。ま
た、ニュージーランドの経
済成長率は、2024年通年で
マイナス0.5%から、2025年
は第1四半期が0.8%プラ
ス、第2四半期は0.9%のマ
イナスとなり、国際通貨基
金（ IMF）は 2025年 を
1.4%、2026年を2.7%の成長
率と予測している。 
 
荷動き往復で増加 
　Container Trade Statistics
（CTS、英国）のデータに
よると、オセアニア地域の
輸出は、その地理的規模と
位置関係から他地域に比べ
一般的に遅れをとっている
が、2024年にはインド亜大
陸および中東向け輸出が著
しい成長を遂げた。この貿
易ルートは2023年比で

34％、2022年比で58％とい
う驚異的な伸びを示した。
この成長の大部分はインド
に起因しており、同国への
輸入は2022年から2024年に
かけて2倍以上に増加し
た。 
　CTSのデータから2025年
の極東／オーストララシ
ア・オセアニア航路のコン
テナ荷動き推移をみると、
極東発オセアニア向けは1
～10月 累 計 で 263万
6,200TEUと11.8%増となっ
た。一方、オセアニアから
極東向けは2025年は1～10
月累計で158万7,600TEUと
前年同期比1%増加した。 
 
船腹量も大型化で増加 
　極東／オセアニア航路で
は、現行サービスに最大
11,000TEU型コンテナ船が
通常投入されているが、世
界のコンテナ船船隊は大幅
な大型化が進んでおり、大
型で古い船を主要航路から
オセアニアのような二次航
路へ段階的に移管してお
り、豪州とニュージーラン
ドにおける港湾インフラの
整備が進み、こうした大型
船の受け入れが可能になり

つつある。日本郵船調査グ
ループの資料によると、25
年8月末時点の同航路にお
ける船腹量は169隻・76.3
万TEUで1年前より12.3%
増加している。 
 
運賃は後半から上昇 
　25年の極東発豪州・NZ
向け運賃推移を、中国の上
海航運交易所（SSE）が発
表している中長期運賃指標
の中国輸出コンテナ運賃指
数（CCFI）でみると、1月
は平均値が1,352.83でスタ
ート、3月に848.03へ低下
したが、4月は1,349.1へ回
復したものの6月に874.72
へ再び900割れとなったも
のの、その後は1000台で推
移、10月も1098.57と安定
していた。 
　また、韓国海洋振興公社
（KOBC）が発表している
釜山港を基準とするスポッ
ト運賃（THC含む）の韓
国型コンテナ運賃指数
（KCCI：KOBC Container 
Composite Index）の推移
をみると、1月初旬は4,387
ドル／FEUでスタート、6
月下旬には1,676ドル／
FEUまで値下がりした。
その後は回復し12月中旬に
は2,708ドル／FEUドル／
FEUまで戻している。

した。主要国をみると、エ
チオピアでは輸出の成長、
ナイジェリアでは石油セク
ターの業績の大幅な改善な
どが経済の安定をもたらし
ており、コートジボワール
でもサービス業、石油・天
然ガス、鉱業の貢献により
6％超上の力強い経済成長
とインフレの抑制が実現し
ている。 
　一方、世界銀行（WB）
はサブ・サハラアフリカの
経済は引き続き力強く成長
し、経済成長率は2024年の
3.5％から2025年には3.8％
に加速すると予測した。成
長加速は、世界経済の根強
い不確実性の中でも、イン
フレ圧力の緩和と、投資が
緩やかに回復していること
を反映したもの。 
 
極東発の荷動き増加 
　極東／サブ・サハラアフ
リカ航路のコンテナ荷動き
量 を Cotainer Trade 
Statistics（CTS,英国）のデ
ータでみると、極東→サ
ブ・サハラアフリカは2022
年の300万1,800EUから2023
年は371万TEU、2024年は
373万3,900TEUと前年比
0.6%増加、2025年は1～10
月累計で364万4,300TEUと
前年同期比12.6%増と好調
だった。一方、サブ・サハ
ラアフリカ→極東は2022年
の118万1,400TEUから2023
年が131万9,900TEU、2024
年は143万8,200TEUで前年
比9%増加、2025年は1～10
月累計では121万1,400TEU

と前年同期比2%増だっ
た。 
　こうした、荷動き好調に
対応した船腹増加も目立
つ、特に、MSC（スイ
ス）が25年2月に極東／北
欧州航路からメガマックス
船を撤収、アジア／西アフ
リカ航路のAfrica Express
に、23,000TEU型超を転配
する計画を実行に移したで
輸送能力が50％も大幅増加
したことが影響、日本郵船
調査グループのデータによ
ると、25年8月末時点でア
ジア／アフリカ航路の船腹
量は199隻・140.2万TEUと
1年間で54.8%も急増してい
る。 
 
運賃は小幅変動も安定 
　2025年のアジアからアフ
リカ向けの運賃動向を中国
の上海航運交易所（SSE）
が発表している上海出しス
ポット運賃（THC除く）
の上海輸出コンテナ運賃指
数（SCFI）の推移でみる
と、1月初めは南アフリカ
航路が3,50ドル／TEU、
東・西アフリカ航路が
4,421ド ル ／
TEUでスター
ト、4月下旬は
南アフリカ航
路 が 2,076ド
ル ／TEU、
東・西アフリ
カ航路が3,853
ドル／TEUへ
低下したが、
12月中旬は南
アフリカ航路

が2,218ドル／TEU、東・
西アフリカ航路が3,393ド
ル／TEUと年間を通じ月
により変動はあったが安定
推移した。 
 
10年から輸入量倍増 
　Kuehne+Nagel（スイ
ス）のレポートよると、ア
フリカの貿易急成長が世界
の海運構造を再構築、
MSC（スイス）やHapag-
Lloyd（独）などの海運会
社が需要拡大に対応しサー
ビス網を拡大する中、コン
テナ輸入量は2010年の400
万TEUから現在では約800
万TEUへと急増し、アフ
リカの貿易環境は目覚まし
い変革を遂げており、同大
陸は世界貿易の主要プレイ
ヤーとしての地位を確立し
つつある。 
　アフリカにおける貿易量
の急増は、主に人口動態と
経済的要因に関連、主要因
はアフリカの人口急増であ
り、これが需要拡大を牽引
している。輸入貿易は前年
比約25％、輸出貿易は約
12％の伸びを示している。

アジア開発銀行（ADB）
は昨年12月、予想を上回る
輸出の伸びや、複数の米国
との貿易協定締結に伴う貿
易不確実性の低下を背景
に、アジア・太平洋地域の
開発途上国経済の2025年お
よび2026年の成長見通しを
上 方 修 正 し 、 25年 が
4.8％、26年が4.5％を予測
する。半導体やその他の技
術製品を中心とする堅調な
輸出、インフレの緩和、そ
して安定した金融環境が、
同地域の成長見通しを強め
ているもの。東南アジア
は、インドネシア、マレー
シア、シンガポール、ベト
ナムにおける第3四半期の
力強い成長を反映し、0.2
ポイント引き上げられ
4.5％とされた。 
 
荷動き増加傾向 
　アジア域内コンテナ航路
は、日本・中国・韓国・
ASEAN諸国（シンガポー
ル、タイ、ベトナムな
ど）・南アジア（インドな
ど）を結ぶ、アジアの経済
活動の要となる海上輸送ル

ートで、需要は堅調に推移
しており、船会社は新航路
開設や既存航路の強化でサ
ービス拡充を図っている
が、スピーディーな物流が
求められる中で遅延対策も
課題となっている。2024年
後半から2025年にかけて、
アジア域内航路の荷動き量
は前年比で増加傾向にあ
り、大手船社が、需要に応
えるため、航路の再編・強
化を進めており、運賃指数
は変動がありつつも、アジ
ア域内の物流活況がうかが
える。 
　アジア域内航路のコンテ
ナ荷動き量
の推移を日
本海事セン
タ ー が
Container 
T r a d e 
Stat i s t i cs
（CTS、英
国）のデー
タをもとに
まとめてい
る統計から
み る と 、
2025年も第

1四半期が前年同期比5.4%
増の1.122万4,972TEU、第2
四半期が7.0%増の1,288万
3,019 TEU、第3四半期が
3.9%増の1,269万2,038TEU
と増加傾向を示し、1～9月
累計で前年同期比5.4%増の
3,680万 29TEUを記録し
た。 
 
船腹量も増加 
　世界のコンテナ船の動静
や貨物流動に関するデータ
ベースを提供するMDS 
Trasmodal（英国）のデー
タによると、アジア域内航
路の輸送能力は25年に前年
比約10増加、2019年比11％
増加しており、域内市場が
着実に拡大していることを

豪州・NZの経済は堅調
豪州・NZ航路

なったが、2月は約70万
TEUまで減少したあと、4
月に再び100万TEU台へ乗
せ、5月も100万TEUが続
き、その後は90万TEUで
推移、1～10月累計で920万
5,800TEUと前年同期比
15.1%増と好調だった。 
　一方、インド亜大陸・中
東→極東に荷動きは前年同
月比7.4%減と低調なスター
トだったが、2月に増加に
転じ、4月まで3カ月連続で
増えた。5月は9.1%減とマ
イナスだったが、6月以降
は増加傾向を見せ、10月は
45.8%増の34万7,800TEUと
2024年を含め月間最高を記
録し、1～10月累計では291
万6,300TEUと前年同期比
8.2%増加した。 
 
船腹量シェアCOSCO1位 
　一方、日本郵船営業グル
ープのデータによると、ア
ジア／中東・南アジア航路

のコンテナ船腹量（25年8
月末時点）は471隻・156.1
万TEUと1年間で12.6%増加
し た 。 AXS-Alphaliner
（仏）のデータ（25年8月
時点）によると極東／イン
ド亜大陸・中東・紅海航路
のおけるコンテナ船腹量で
中国のCOSCOグループ
（OOCLを含む）がシェア
12.7％を占める25万TEUで
首位、CMA CGM（仏）、
Evergreen（台湾）と構成
するOcean Allianceを通じ
てサービスしているMEA5
は、同航路で19,000TEU型
コンテナ船を投入する唯一
のサービス。2位はMSC
（スイス）で8.8％、CMA 
CGM（仏）は8.5％で3位。
この航路には少規模域内船
社の参入が続き、全体の3
分の1を占める。 
 
CCFI、7月がピーク 
　荷動き好調の一方、コ

ンテナ船腹量もサービス
の新増設で増加中、スポ
ット運賃の動向を中国の
上海航運交易所（SSE）が
発表している中国出し中
長期運賃の指標である中
国輸出コンテナ運賃指数
（CCFI）の推移でみる
と、2025年は1月の平均が
1431.21でスタート、3月は
1097.59へ低下した。 
　4月はイスラム教のラマ
ダ ン （ 断 食 月 ） 後 に
1187.66へ回復、5月は市況
が月初にやや下落した
が、その後、需要が安定
し始め、スポット運賃は
「関税戦争」の好材料に
支 え ら れ て 回 復 し
1,138.55、7月に1,512.83と
なった後、10月には925.33
まで落ち込んだものの、
11月は需給関係が改善し
たことで、スポット運賃
が大幅に反発し1197.42で
推移している。

アジア経済成長で堅調
アジア域内航路

アジア域内運賃推移グラフ

極東→オセアニア1-10月荷動き
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　2024年の日中貿易は、3
年連続で総額が減少し、
3,235億ドル（前年比3.3%
減）となり、日本からの
対中輸出・対中輸入とも
に減少傾向が続いた。中
国は日本にとって最大の
貿易相手国だが、輸出額
では米国に次ぐ2位に後
退。貿易の構造は電気機
器や機械類を中心とした
水平分業が続く一方、物
流や地政学リスクの影響
で、両国の貿易関係は変
化の時期を迎えている。 
　2025年も米国の保護主義
的な関税政策（トランプ
関税）の影響と半導体サ
イクルに大きく左右され
つつ、中国経済の減速懸
念とサプライチェーンの
見直しが重なり、全体と
して変動が大きい状況
だ。中国向け輸出は一時
持ち直す場面（自動車・
半導体製造装置）もあっ
たが、米中対立の不透明
感から先行きは弱含み
で、日本企業の収益下押
しリスクも指摘されてい
る。 
 
コンテナ荷動き 
　こうした日中貿易の動向
を反映、日本海事センター
が財務省の貿易統計をもと
にまとめている日中航路の
コンテナ荷動き量（トン数
ベース）をみると、日本か
ら中国向け輸出は2023年が
前年比10.4%減の770万6,973
トン、2024年が2.0%減の
755万3,791トンと、4年連
続でマイナスとなった。
2025年は第1四半期が前年
同期比0.2%増の182万1,547
トンと3四半期ぶりにプラ
スに転じたが、第2四半期
は2.7%減の187万3,762トン
と再びマイナス、第3四半
期は0.7%増の177万3,461ト
ンと一進一退が続いた。 
　中国から日本向けは2023
年が5.6%減の2,045万6,435
トンと2年連続マイナスだ
ったが、2024年は2.4%増の
2,093万8,332トンと小幅回
復した。2025年は第1四半
期が前年同期比5.3%増の
1,122万4,972トンで5四半期

連続でプラス、第2四半期
は7.0%増の1,288万3,019ト
ン、第3四半期も3.9%増の
1,269万2,038トンだった。 

運賃は比較的安定 
　日中航路のスポット運賃
の推移をDrewry Maritime 
Research（英国）のデータ
からみると、日本から中国
向けは平均で2021年が992
ドル／FEU、2022年が826

ドル／FEU、2023年が580
ドル／FEU、2024年が575
ドル／FEUと下落傾向を
続け、2025年は第1四半期
が558ドル／FEUまで落ち
たが、第2四半期は597ド
ル／FEUへ回復、第3四半

期も629ドル／TEUと上昇
が続いた。中国から日本向
けは2021年が1,628ドル／
FEU、 2022年 が 1,866ド
ル／FEU、2023年が1,329
ド ル ／FEU、 2024年 が
1,243ドル／FEUと2022年
をピークに下降傾向を示し
た。2025年は第1四半期が
1,333ドル／FEU、第2四半
期が1,389ドル／FEU、第3
四半期が1,322ドル／FEU
と1,300ドル／FEU台で回
復基調が続いた。 
　また、中国の上海航運交
易所（SSE）が公表してい
る中国出し中長期運賃指標
である中国輸出コンテナ運
賃指数（CCFI）の推移を
みると、2024年は年間平均
で797.89だったものが、
2025年は月間平均で1月は

需給が安定しスポット運賃
が小幅上昇し971.72、2月
が989.3、3月が971.88と下
降が続いた。 
　4月は980.85へ小幅上
昇、5月は976.89と再び下
落、6月はさらに959.70、7
月は949.38、8月は941.91と
下げ続けたが、9月になっ
て963.41へ持ち直し、10月
は979.92、11月も972.80で
推移した。 
　日本と中国は、アジアで
最も重要な貿易相手国。日
本にとって中国は最大の輸
出先、中国からの輸入品も
生活・産業に不可欠なもの
が多くあるが、日中関係が
2025年秋以降、急激に悪
化、貿易の現場にも大きな
影響が及ぶ可能性は避けら
れない状況だ。

示しており、依然として
5,000TEU未満の船舶が主
流であり、輸送能力の約
94％を占めていると分析し
ている。日本郵船調査グル
ープの資料によると、アジ
ア域内航路の船腹量は25年
8月末時点で1,304隻・254.4
万TEUで1年前より9.2%増
加している。 
 
運賃は堅調に推移 
　アジア域内航路の運賃推
移を中国の上海航運交易所

（SSE）が発表している上
海 出 し ス ポ ッ ト 運 賃
（THC除く）のデータで
東南アジア航路（上海→シ
ンガポール）をみると、年
頭は655ドル／TEUでスタ
ートしたが、5月下旬に遠
洋・近海航路間の接続強化
のため大型船の投入拡大が
続き、6月に400ドル台へ落
ち、11月下旬には米中関税
戦争で貿易構造が変化し、
東南アジアの需要に追い風
として作用し540ドル／

TEUまで回復、運賃は安
定した需要で年内は高水準
を維持した。 
　また、Drewryが2024年9
月から公表を始めたアジア
域 内 コ ン テ ナ 指 数
（IACI）の推移をみる
と、2025年1月前半は828ド
ル／FEUとなった。その
後、600ドル台へ下落した
が6月後半には813ドル／
TEUまで戻した。 
　 7月後半に651ドル／
TEUへいったん下落した

ものの、11月後半は667ド
ル／FEUまで上げ、2026
年2月中旬の旧正月に向け
た輸送力ひっ迫を受け、上
昇傾向を維持する見通し
だ。 
　ただ、運賃は需要増加で
強含みを維持しているが、
来年も一定の需要が維持さ
れると予想される一方で、
他の航路から急増した船腹
が流入することで運賃が下
落する可能性も指摘もある
という。

　新年を迎え、謹んでお慶び申し上げま
す。 
　2026年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上
げます。 
 
　わが国の海運業を取り巻く環境は、近
年、不確実性と不安定性を増す一方です。
昨年は米国第2次トランプ政権の誕生後、
関税政策の影響から荷動きは乱高下を繰り
返し、高額な入港料の提示にも悩まされま
した。IMO（国際海事機関）では、GHG排
出削減のためのIMOネットゼロフレームワ
ーク（Net-Zero Framework：NZF）の採
択が見送られました。 
　また、地政学リスクの常態化が、国際的
な海上輸送の安全と安定を脅かしていま
す。日本の貿易量の99％以上を担う海運業
は、国を支える生命線であり、航行安全の
確保は不可欠です。 
　しかしながら、困難な環境下において
も、わが国の海運会社は、日本の産業と国
民生活の基盤である安定的な海上輸送を継
続する使命を果たすべく邁進しております
ので、当協会もその一助となるよう、本年
も海運業界を取り巻く諸課題に一つ一つ着
実に取り組んでまいります。 
　まずは、航行安全の確保です。ハマスと
イスラエルの軍事衝突は2025年10月9日に
停戦合意しましたが、日本関係船は依然と
して紅海の航行を自粛し、喜望峰経由への
迂回を余儀なくされています。中東以外で
も、ロシアによるウクライナ侵攻、ソマリ
ア沖・アデン湾周辺海域の海賊事案や、マ
ラッカ・シンガポール海峡での盗賊事案が
発生しています。厳しい環境の中で護衛に
あたる自衛隊や海上保安庁の皆様に深く感
謝を申し上げるとともに、引き続きのご支
援をお願い申し上げます。 
　続いて、環境問題への対応です。2025年
6月26日にはシップリサイクル条約（香港
条約）が発効し、安全かつ環境に配慮した
シップリサイクルを実現する国際的枠組み

が本格始動しました。当協会は、日本政府
や日本海事協会をはじめとした国内外の関
係者と連携し、主要解撤国の施設視察や改
善促進等を通じて、条約に基づく体制整備
を支援しました。 
　2025年10月のIMOのMEPC（海洋環境保
護委員会）臨時会合では、2050年頃の船舶
からの温室効果ガス排出ネットゼロを達成
するための中期対策であるNZFの採択が1
年延期され、2026年秋以降に持ち越されま
した。ただし、延期期間中も燃料強度に関
するガイドライン等関連制度の詳細化が加
盟国間で進められます。当協会としても引
き続き、脱炭素への歩みを止めることな
く、国際的な議論に協力してまいります。 
　世界単一市場の海運にとって、「海運自
由の原則」確保は不可欠です。米国通商代
表部（USTR）は2025年2月、中国の造船
業等の不公正な慣行を理由に、通商法第
301条に基づき中国関係船舶に入港料を課
す対抗措置案を発表し、4月には非米国建
造の自動車運搬船もその対象に追加しまし
た。当協会は、日本の海運業界と関連業界
への深刻な影響を懸念し、USTRに同措置
の撤回を求めるべく、国際海運会議所
（ICS）やアジア船主協会（ASA）を通じ
た積極的な意見発信に加え、国内関係団体
とも連携して、日本政府に米国政府への働
きかけを繰り返し要請しました。USTR措
置は10月14日から適用開始されたものの、
米中首脳会談の合意を受け、11月10日から
1年間適用停止となりましたが、措置自体
は撤廃されていないため、当協会は今後も
関係者と連携し、動向を注視してまいりま
す。 
　また、海運や造船等、わが国海事産業群
の強靭化は、島国日本の暮らしと経済に不
可欠です。2025年10月、当協会を含む海事
産業群4団体は、国交省等に我が国造船業
再生に向けた要望書を提出しました。今般
策定された総合経済対策には、造船業再生
に向け官民連携して総額1兆円規模の投資

を目指す基金創設も盛り込まれました。さ
らに、令和8年度税制改正では、当協会が
重点要望事項としていた外航船舶の「特別
償却制度」及び「買換特例制度（圧縮記
帳）」の延長も認められました。経済安全
保障上で重要な役割を果たす日本籍船にお
いては、その制度上の課題から当協会加盟
船主でも限られたメンバーしか持てず、こ
れ以上の維持・増加が困難な状況です。
2025年6月に当協会から国交省に要望した
「日本籍船保有に係る諸制度の抜本的な改
善」につき、同省と連携しより一層の取り
組みを進めていく必要があります。引き続
き、当協会はわが国海運、そして海事産業
群の国際競争力強化に向けた環境整備に取
り組んでまいります。 
　海運の未来を支える人材の確保・育成
も、喫緊かつ重要な課題です。日本人外航
船員は現在2千人強にまで激減していま
す。この状況に対し、外航海運3社（日本
郵船、商船三井、川崎汽船）と当協会は、
JMETS改革を後押しし、日本人船員の養
成・確保を強化するため、2030年頃の竣工
を目指す大型練習船の寄贈検討を開始しま
した。引き続き、船員養成機関で学ぶ学生
たちが将来に希望を持ち、海運業界を志す
ことができるよう、産学官が一体となり、
若年層へのキャリア支援を積極的に進めて
まいります。 
　わが国の貿易量の99.5%が海上輸送に頼
っているという事実は、海運が日本の経済
安全保障にとって不可欠な存在であること
を示しています。海運・造船・舶用といっ
た海事産業群全体が密に連携し、その強靭
化に向け真剣に取り組んでいく必要があり
ます。当協会は、わが国の海運が「国民の
信頼に応え続ける存在」であり続けるよ
う、全力を尽くす所存です。 
　本年も皆様のご理解とご協力を賜ります
ようお願い申し上げますとともに、ご健勝
とご多幸を心よりお祈り申し上げます。

一般社団法人　日本船主協会 
会  長　長澤　仁志

日中関係悪化が暗い影
日中航路



 
電気機器や一般機械が増加 
　通関貿易収支は、2025年
度は1兆4,210億円の赤字と
2021年度以来の赤字が続く
が、2026年度は1兆8,960億
円の黒字になり6年ぶりに
黒字に転じると予測する。
同見通しは、専門委員会参
加7商社による社内外のヒ
アリングなどに基づく、商
品別の見通しを積み上げて
作成している。今回の見通
しでは、①輸送用機器の輸
出額が2025年度に減少する
が、②鉱物性燃料の輸入額
の減少が続き、③電気機器
や一般機械の輸出額が増加
することが、2026年度に6
年ぶりの貿易黒字に転じる
との予測の主因になった。  
　①輸送用機器の輸出額の
減少は、言うまでもなく、
米国の関税措置の影響が大
きい。また、ASEANにお
いて中国メーカーとの競争
が激しくなっており、自動
車の部分品の輸出に響く見
通しだ。ただし、2026年度
になると、日米合意の成果
などで、輸送用機器の輸出
額は2025年度比でほぼ横ば
いになると予測する。  
　②鉱物性燃料の輸入額の
減少は、グローバルなエネ
ルギー情勢の変化を背景
に、エネルギー価格が下落
する影響が大きい。加え
て、日本の人口減少やさま
ざまな効率改善の成果であ
る原単位の低下、さらに原
子力発電所の再稼働などの
ため、原油・粗油やLNG
の輸入数量も減少する見通
しだ。また、世界的な電力
需要増を背景にガス火力発
電所の建設が活発化し、一
般機械に含まれる原動機の
輸出額が増加している。 
　③電気機器や一般機械の
貿易額は、グローバルな
AI・データセンター関連
の需要の拡大に伴い世界的
に増加している。日本で
は、特に電気機器に含まれ
る半導体など電子部品、ま
た一般機械に含まれる半導
体など製造装置の輸出額が
増加している。輸入額も同
様に増加しており、電気機
器ではスマートフォンを中
心とする通信機、一般機械
ではパーソナルコンピュー
タなどの電算機類の増加が
続いている。また、一般機

械に含まれる原動機の輸出
額の増加も加わり、電気機
器と一般機械を合わせた輸
出額の増加幅が輸入額の増
加幅を上回る見通しだ。ま
た、電気機器は2025年度に
2022年度以来3年間続いた
輸入超過から輸出超過に転
じると見込む。 
　貿易収支の赤字が2025年
度に縮小、さらに2026年度
は黒字に転化することを主
因に、経常収支の黒字額
は、2025年度が32兆1,220億
円、2026年度は32兆8,450億
円になり、4年連続で史上
最高額を更新すると予測す
る。一方で、サービス収支
は、旅行収支が高水準の黒
字を維持しつつも2025年度
に3年ぶりの赤字拡大に転
じ、また、第一次所得収支
も同様に高水準ながら5年
ぶりに黒字拡大に歯止めが
掛かる見込みだ。米国の関
税措置にもかかわらず、貿
易収支を主因に経常収支の
黒字拡大が続く見通しであ
ることは、特筆に値しよ
う。 
 
主要商品別の見通し 
（通関ベース） 
1．輸  出  
◆2025年度◆  
　主要商品別に見ると、金
額が大きい輸送用機器が
2024年度比5.4％の減少に
なる。このうち、自動車と
自動車の部分品は米国の関
税措置の影響やASEANに
おける中国メーカーとの競
争激化を主因に減少する。
一方で、船舶は増加するが
大型化に伴い輸出隻数は
2024年度を下回る。化学製
品は同2.6％の減少にな
る。中国の生産能力拡大の
影響が大きく、半導体向け
や化粧品などの増加で補い
きれない。 
　原料別製品では、鉄鋼が
中国からの輸出増加による
市況悪化などの影響で2ケ
タ減となる影響が大きく、
同4.0％の減少になる。鉱
物性燃料は上半期に国内製
油所の定修などにより輸出
余力が低下したため同
3.0％の減少になる。  
　一般機械は2024年度比
0.3％の増加とほぼ横ば
い。このうち、原動機はガ
ス火力発電所向けのタービ
ンが伸び航空機エンジンも

増え、半導体等製造装置は
台湾向けや韓国向けが増加
するが、原動機では自動車
エンジン、半導体等製造装
置では中国向けが低調。  
　電気機器は2024年度比
4.7％の増加になる。半導
体等電子部品がAI・デー
タセンター関連やパーソナ
ルコンピュータ、スマート
フォン向けが伸び増加す
る。食料品は欧州向けやア
ジア向けを中心に価格上昇
を主因に同7.2％の増加に
なる。原料品は東南アジア
向け鉄スクラップの増加や
銅スクラップ価格上昇によ
り同2.9％の増加になる。
その他は、半導体関連を中
心とする科学光学機器の増
加に加えて、金の価格上昇
などにより、同9.1％の増
加になる。 
　これらを合計すると、
2025年度の輸出総額は2024
年度比0.4％の増加になる
見込み。内訳は、輸出数量
が横ばい、輸出価格は同
0.4％の上昇になる。  
 
◆2026年度◆  
　電気機器が2025年度比
6.6％の増加に伸びを高め
る。引き続き、AI・デー
タセンター関連をけん引役
に半導体等電子部品などが
増加することが主因。一般
機械も同5.0％の増加にな
る。半導体等製造装置やガ
ス火力発電所向けを中心と
する原動機の増加が続く。
食料品は日本政府が目指す
農林水産物・食品の輸出額
2030年5兆円の目標を追い
風に同2.3％の増加にな
る。その他では、科学光学
機器の半導体関連や医療検
査関連の増加が続くが、金
の価格上昇の鈍化などのた
め、同3.2％の増加に伸び
が緩やかになる。 
　輸送用機器は2025年度比
0.2％の増加とほぼ横ばい
になる。自動車では米国の
関税措置の影響が薄れる
が、自動車の部分品では
ASEANにおける中国メー
カーとの競合激化の影響な
どが続く。原料別製品も同
0.1％増とほぼ横ばい。鉄
鋼の減少は中国における生
産抑制策などにより歯止め
が掛かる。非鉄金属は2025
年度の反動でアルミニウム
が減少するが底堅い銅需要

が下支えになる。また、原
料品は韓国向け鉄スクラッ
プの低迷など2025年度とほ
ぼ変わらず同0.3％の減少
になる。  
　化学製品は引き続き中国
の生産能力の拡大が有機化
合物やプラスチックに響き
2025年度比1.7％の減少に
なる。鉱物性燃料は世界的
な石油製品需要の低下トレ
ンドに加えて中国を中心と
する石油精製能力の増加な
どの影響で同7.3％の減少
になる。  
　これらを合計した2026年
度の輸出総額は2025年度比
2.4％の増加になる見通
し。内訳は、輸出数量が同
0.8％の増加、輸出価格は
同1.6％の上昇になる。 
 

 
2．輸  入  
◆2025年度◆  
　鉱物性燃料が2024年度比
17.3％と大きく減少する。
エネルギー価格の下落に加
えて、日本の人口減少や
様々な効率の改善による原
単位の低下、さらに原子力
発電所の再稼働などのた
め、原油及び粗油やLNG 
が減少する。また、石油製
品は供給懸念により海外市
況が高騰したため輸入採算
が悪化した。石炭では、原
料炭が国内粗鋼生産の減
少、一般炭も供給懸念が薄
れ価格が低下したため減少
する。化学製品は同 2.3％
の減少になる。4 割超を占
める医薬品は高齢化に伴う
需要増などのため増加傾向

にあるが一部高額医薬品が
増加した反動や一部医薬品
の国内供給懸念の解消など
により2025年度は減少す
る。また、有機化合物やプ
ラスチックは国内需要が伸
びず増えにくい。食料品は
同 3.2％の減少になる。消
費者の節約志向の高まりで
魚介類の数量が減り、加え
て肉類では海外飼育頭数の
減少による価格の上昇のた
め輸入数量が増えない。原
料品は同 4.8％の減少にな
る。鉄鉱石は価格の低下が
響き、非鉄金属鉱では多く
を占める銅鉱の数量が精錬
所の定修のため減少する。  
　電気機器は2024年度比
1.9％の増加になる。スマ
ートフォンの買い替え需要
が伸びる通信機が増え、重
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政府公認検数・検量・検査機関

輸出入貨物荷捌・検品と立会検数業務、木材検量業務
船積前検査・アジア型マイマイガ検査
放射線量測定検査業務と証明業務
理化学分析業務（輸出入食品、一般食品、放射能核種分析）と証明業務

代表理事会長　　宇 和 村　忠

一般社団法人　全　日　検

本　  　部 〒108-0022　東京都港区海岸三丁目1番8号
 TEL（03）5765-2113    FAX（03）5440-3396
 https://www.ancc.or.jp
支　  　社 北日本支社（東北支部・北海道事業所） 関東支社（横浜支部・東京支部）
 中部支社（名古屋支部・北陸事業所） 関西支社（神戸支部・大阪支部）
 西日本支社（九州支部・中国支部） 理化学分析センター（神戸支部内）
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　日本貿易会は、「2026年度わが国貿易収支、経常収支の見通し」で、26年度の貿
易収支が6年ぶりに黒字に転換するとの見通しを発表した。26年度の輸出総額は、25
年度比2.4％増の112兆830億円になると予想。電気機器と一般機械の増加が続き、ま
た、25年度に減少した輸送用機器はほぼ横ばいながら増加に転じる。一方、輸入総額
は、25年度比0.6％減の110兆1,860億円になり、25年度に続き減少を見込む。通関
貿易収支は1兆8,960億円の黒字と、6年ぶりの黒字に転じると予想。

日本貿易会

2026年度貿易収支、経常収支の見通し
6年ぶりに貿易黒字、経常黒字は史上最高更新
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電機器の需要が鉄鋼業を中
心に国内製造業全般向けに
増えている。半導体等電子
部品は産業機器や車載向け
の在庫調整が進みほぼ横ば
いになる。一般機械は同
4.9％の増加になる。特に
電算機類は学校端末の更新
やパーソナルコンピュータ
のオペレーティングシステ
ム（OS）更新が需要を高
める。原料別製品は同 
5.3％の増加になる。非鉄
金属が価格上昇を主因に増
加するが、鉄鋼は国内需要
が力強さを欠き減少。織物
用糸・繊維製品は数量はほ
ぼ横ばいだが価格低下のた
め減少する。輸送用機器
は、政策効果を一因にEV
を中心とした自動車が増
え、また航空機類も納入時
期の変更を伴いつつも増え
ることから、同7.7％の増
加になる。  
　その他では、衣類・同附
属品の数量が増え、金が価
格上昇により増加するが、
雑貨類を含む多くの品目で
内需に高揚感はなく、2024
年度比0.9％の増加とほぼ
横ばいになる。  
　これらを合計した2025年
度の輸入総額は2024年度比
3.0％の減少になる見込
み。内訳は、輸入数量が同
2.8％の増加、輸入価格は
同5.6％の下落になる。  
 
◆2026年度◆  
　鉱物性燃料が引き続き
2025年度比4.5％の減少に
なる。原油及び粗油や
LNGの価格低下の影響が
大きい。一方で、石油製品
では市況高騰が正常化に向
かい輸入余地が生まれる。
LPGは数量減の一方で市況
の反発により価格が上昇す
るため増加する。原料別製
品は同 4.1％の減少に転じ
る。2025 年度の増加をけ
ん引した非鉄金属がアルミ

ニウムの価格低下及び需要
減により減少する。食料品
は同5.0％の減少が続く。
国内需要の回復が鈍く、ま
た海外産地で供給の増加が
見込めず価格が高止まりす
るため輸入の競争力が高ま
らない。その他は、需要に
高揚感を欠いたまま価格の
低下傾向が強まるため、同
1.0％の減少になる。  
　一般機械は、電算機類の
輸入増加を支えた学校端末
やOS更新需要の一巡のた
め、横ばいになる。化学製
品も2025年度比0.9％の増
加とほぼ横ばいになる見通
し。医薬品が中長期的な増
加傾向に沿い持ち直す。  
　電気機器は2025年度比
4.9％の増加に伸びが高ま
る。通信機はスマートフォ
ンの買い替え需要に加えて
データセンター向けのネッ
トワーク機器が増える。ま
た、重電機器の製造業向け
需要の増加も続く。原料品
は同3.1％の増加に転じ
る。鉄鉱石は減少が続く
が、非鉄金属鉱のうち銅鉱
が精錬所の定修の影響が薄
れるため増加する。輸送用
機器は、自動車と航空機類
でともに 2025 年度と同様
の傾向が続き、同1.5％の
増加になる。  
　これらを合計すると、
2026 年度の輸入総額は
2025年度比0.6％の減少と
ほぼ横ばいになる見通し。
内訳は、輸入数量が同
1.5％の増加、輸入価格は
同2.1％の低下になる。  
 
経常収支の見通し  
◆2025年度◆  
　経常収支は32兆1,220億
円の黒字になり3年連続で
史上最高額を更新する。こ
のうち貿易・サービス収支
は、貿易収支が2,050億円
の赤字、サービス収支が3
兆2,390億円の赤字になる

ため、3兆4,440億円の赤字
になる。サービス収支のう
ち、旅行収支は高水準の黒
字を持続するが、訪日外国
人旅行者の増加ペースの鈍
化や日本人の海外旅行時の
支出増加等により伸び悩
む。また、いわゆるデジタ
ル関連収支の赤字拡大など
により、3年ぶりに赤字が
拡大する。  
　第一次所得収支は40兆
7,960億円になる。円高の

ため外貨建ての収益が目減
りするが、対外債権の積み
上がりに伴う収益の増加や
直接投資収益の拡大で埋め
合わせ、2024 年度比でほ
ぼ横ばいになる。第二次所
得収支は5兆2,300億円の赤
字になる。再保険料などの
支払い増加による赤字拡大
トレンドが継続する。  
 
◆2026年度◆  
　経常収支は32兆8,450億

円の黒字になり4年連続で
史上最高額を更新する。こ
のうち、貿易収支が3兆250
億円の黒字に転化するた
め、貿易・サービス収支は
4,180億円に赤字が縮小す
る。一方でサービス収支は
3兆4,430億円に赤字が拡大
する。旅行収支は高水準の
黒字が続くが日本人海外旅
行者の増加などのため黒字
額が縮小。また、研究開発
活動の海外委託の増加など

も赤字拡大に寄与する。  
　第一次所得収支は38兆
1,040億円と高水準ながら
黒字額が縮小する。円高に
よる外貨建て収益の目減り
に加えて、米国の関税措置
を一因に直接投資収益が伸
び悩み、また主要国の金利
低下などのため証券投資収
益も頭打ちになると予測し
た。第二次所得収支は4兆
8,410億円の赤字になる。

代表理事会長 石  田    正  明

●船舶安全法に基づく危険物検査 ●海事および流通に関する鑑定、検査、検量
●理化学分析・試験、食品分析 ●入出庫一貫検定 ●コンサルタント

本　　　　　社： 〒104-0032  東京都中央区八丁堀１丁目9番7号
 TEL.（03）3552-1241　FAX.（03）3552-1260　URL:https://www.nkkk.or.jp
事業所・事務所： 全国主要港79ヶ所、アムステルダム、シンガポール、マニラ、バンコク、
 クアラルンプール、ジャカルタ、ホーチミン、ヤンゴン、台北、高雄、天津、上海、香港、広州
理化学分析センター： 北海道、千葉、横浜、名古屋、大阪
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　　     一般社団法人 日本物流団体連合会 
会長　長澤　仁志

　新年あけましておめでとうございます。 
　2026年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。 
　昨年は、世界の政治・経済環境が一段と複雑化
し、国境を越えたサプライチェーンを揺るがした一
年でした。国際情勢に目を向けますと、各地で続く
地政学的緊張や紛争、主要国の選挙を背景とした政
策転換、保護主義的な通商姿勢の強まりなどによ
り、世界貿易は不透明感を増しました。また、地球
温暖化対策というグローバルな共通課題に対して、
秋口に行われた国際海事機関（IMO）の会合で国際
海運の脱炭素規制の採択が1年延期されたことも、
改めて環境問題への国際協調の難しさや合意形成が
一筋縄では進まない現実が露呈しました。国内に目
を向けますと、震災などの度重なる自然災害に加え
て、頻度を増すサイバー攻撃が国内の重要なサプラ
イチェーンにダメージを与えるなど、防災を主眼と
したインフラ強化に加えて、サイバー・リカバリー
への対応も物流強靭化に必要な重点分野であると認
識されました。 
　また、「物流の2024年問題」が提起されて以降、
国内の消費低迷や物流業界及び荷主が協力し合って
の輸送効率化、モーダルシフトの効果もあり、懸念
されていた極端な国内の輸送能力の低下は生じてい
ません。むしろ、最近の業界紙報道や優良事業者の
表彰事例を見ると、荷主が従来にも増して主体的に
物流事業者と共同して効率化を実現した多面的な取
組も多く、物流が現場の力仕事だけでなくプランニ

ング、設計に深化した産業であることが示されてき
たと思います。元来、「すり合わせ」を得意とする
日本人の強みが物流効率化という大きな課題解決に
向け動き出し、トラックの輸送能力不足という物流
業界のピンチが従来の輸送効率を改善し生産性が向
上するチャンスに転じ始めた年であったと言えま
す。 
　こうした一年を振り返り、謂わば「不確実性が常
態化しつつある」時代においても、将来の物流を担
う若い人材が誇りをもって働ける産業へと進化させ
ていく必要があります。検討会で多くの提言を受け
て国が策定段階に入る2030年に向けた次期物流施策
大綱もその内容が待たれるところです。また、政府
が進める重点投資17 分野の中に複数の物流関連項目
が含まれていることからも、国策における物流の位
置づけや重要性がより濃く現れていると思います。
即ち、広範囲に及ぶ経済安全保障や国土強靭化・防
災といった重要施策を物流が横串的に支えることが
期待されている訳ですが、国民生活や経済活動の基
盤である物流サービスを安定的に維持、提供するた
めには、企業単位、業界単位では解決が困難な課題
も多く、物流業界の連合会としても産官学の連携を
一層深化させていければと思います。 
　結びに、本年が皆様にとって実り多き一年となり
ますこと、そして日本の物流業界がより強く、より
信頼される存在へと進化することを祈念し、年頭の
ご挨拶といたします。
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　不確実性”という言葉が
蔓延し、2025年はその不確
実性の霧の中で多くのビジ
ネスが翻弄された一年とな
ったが、その霧は2026年に
なっても決して晴れてはい
ないようだ。 
　特に大きな消費市場とな
っている米国の不確実性は
依然として大きな不安材料
で、米国の市場状況とそれ

がもたらす荷動きの変化、
また中東ではスエズ運河経
由での運航へ回帰する動き
が配船にも大きな影響を与
えることが予想される。 
　日本郵船調査グループが
昨年12月に発表した2025年
版「世界のコンテナ輸送と
就航状況」によると、2026
年のコンテナ市場を占うに
は、米国の経済状況の影響

を注視する必要があるとし
ている。 
　 米 国 小 売 業 協 会
（ NRF） と 調 査 会 社
Hackett Associatesが昨年
12月上旬に発表した、主要
コンテナ港のデータを基に
小売業向けコンテナ荷動き
を6カ月先まで予測する
Global Port Trackerの最新
レポートによると、米国政
府の関税・貿易政策の不確
実性により、輸入貨物量の
減少が続くと予測してい
る。 
　ただ、NRFが試算した
クリスマス商戦の小売売上
高は前年比3.7～4.2％増加
し、初めて1兆ドルを超え
ると予測している。 
　6カ月予測では、昨年11
月 が 11.6％減 の 191万
TEU、12月は12.7％減の
186万TEUで、同月は2023
年6月の183万TEUに次ぐ
低水準になるとみている。
2026年1月は6カ月ぶりに前
月比プラスとなるが、前年

同月比 10.3％減の 200万
TEU、2月は8.5％減の186
万TEU、3月は16.8％減の
179万TEU、4月も10.9％減
の197万TEUと、2ケタの
マイナスが続くと見てい
る。2025年上半期実績は前
年同期比3.7％増の1,253万
TEUだったが、通年予想
は1.4％減の2,520万TEUと
した。 
　また、NRFは昨年12月
中旬に、25年のクリスマス
前最後の土曜日となる12月
20日のSuper Saturdayにお
ける消費予測を示し、過去
最高の1億5,900万人が買い
物し、過去最高だった2022
年の1億5,850万人を超える
と見ている。また、11月1
日から12月31日の冬季商戦
の支出額は初めて1兆ドル
を超え、前年比3.7～4.2％
増加すると見ている。 
　Super Saturdayでは、半
数近くの7,160万人が店舗
とオンラインの両方で買い
物をする予定で、店舗のみ
で買い物を予定している人
は4,620万人、オンライン
のみを利用する人は4,110
万人になると試算した。 
　また、先月の調査時点で

消費者が期中に購入を終え
た品目は、多いものから、
衣料品・アクセサリー、玩
具、ギフトカード、本・音
楽・映画・ビデオゲームそ

の他メディア、美容・パー
ソナルケア商品、食品・菓
子、電化製品、家具、宝
石、スポーツ・レジャー用
品の順となっている。

　2024年を覆った不確実性の霧は2025年に入っても晴れず、荷主、船社、物流業
者らは不確実性への備え、サプライチェーン強靭化、予想外の損失の極小化を図って
いる。 
　そんななか、米国の経済情勢や今後の船腹供給に関する情報から、断片的ながら今
年の状況を占う材料がいくつか示されている。

米国の25年末冬季商戦消費過去最高 
   一方、荷動きは減少基調続く 

　日本郵船によると、米国
では現在、高所得層が消費
を拡大し、中・低所得層が
節約志向を強め、格差が拡
大して貧富の二極化が進行
する“K字型経済”になり
つつあるという。 
　2025年は、AI投資によ

るデータセンター建設支出
の増加が建材・電気機器の
荷動きを下支えし、また株
高が高所得者層の消費拡大
を通じて小売りを下支えし
た。一方、金利引き上げに
よる物価上昇で中・低所得
者層は節約志向を強め、荷

米国は貧富二極化のK字型経済 
      中間選挙で状況変わるか 

Japan/Korea
 Japan/China

Newly built“Dongjin Continental”（12,120dwt、1,011TEU）

ICS2（EU版24時間ルール）対応はDescartesで

◎お問い合わせは　㈱オーシャンコマース　鶴町
Tel：03-3436-1620
Mail address：tsurumachi@ocean-commerce.co.jp

運用日程
ハウスレベルの登録（猶予期間）
2024年 12月 4日　～　2025年 3月31日
本稼働
2025年 4月1日から罰則付きで運用開始

運用国
EU加盟国に加えスイス、ノルウエー、北アイルランド

EORI 番 号 (Economic Operators Registration and 
Identification Number) 取得が必要です
● 自社登録にはEORI を取得し申告時に入力が必要
● ICS2 加盟国のサイトでの取得ができ、一つの EORI で
対象国の運用が出来る
※詳しくはオーシャンコマースへお問合せ下さい

提出期限
● 海上コンテナ貨物（近海コンテナ輸送を除く）
ICS2 加盟国域内に到着する船舶に各外国積地港での積
み込み開始の少なくとも24時間前

● バルク / ブレークバルク海上貨物（近海バルク / ブレー
クバルク海上貨物輸送を除く）
コミニュティーの税関領域の最初の港に到着する少なく
とも4時間前

ICS2システムの特徴
● ICS2 システム加盟国に輸送する貨物にはセラー（売り
手）、バイヤー（買い手）情報が必要（トランシップ、
FROB(Foreign Retain on Board）には不要）

●第一入国名、貨物の経由国の入力
●送信（登録）フォーマットが複数あり、データの違いに
より選択

● EORI 番号の入力、船社とのシェアー

●コンテナ番号、総重量のマッチング

●自社貨物の ICS2 の最新状況をいつでもどこでもご自分
で確認できます。

●船社への委託と較べ大幅なコスト削減が可能です。
●貴社の宝である顧客情報が競争相手となる船社や共同混
載するNVOCC他社に開示されません。

●船社都合に左右されず、いつでも、どこでも入力、訂正、
削除ができ基本費用で済みます。

①ご利用にあたって特別なネットワーク環境、ソフトを必
要とせず、インターネットに接続できるパソコンがあれば
世界中何処からでもファイリングや確認が可能です。
②データの入力と編集、ICS2 運用国への送信は分かり易
いウェブインターフェースを使用し EDI によるデータ送信
も可能です。ファイリング用アカウントはユーザー名とパ
スワードで保護され、通信は SSL（Secure Socket 
Layer）を通して行われるため、通信中のデータの漏洩、
改ざんがありません。
③ここで紹介した ICS2 以外に、Air ACE（航空貨物ACE）、
Ocean ACE、ISF(10+2 ルール )、JP-AFR、eManifest
(ACI)のサービスもあります。
④ICS2への申請から日々の入力、送受信業務までオーシャ
ンコマースがサポートしますので、最小の労力とコストで
ICS2が要求する電子ファイル送受信業務が実行できます。

注意事項
フォワーダー・NVOCC による税関申告した ENS の内容
が不正確、申告が遅延、無申告の場合は罰則が適用されます。

Descartes の「ICS2」導入のメリット

ICS2とは

Descartes の「ICS2」の特徴

The Descartes Systems Group Inc.
81 年創業の NASDAQ とトロント証券取引所の上場企業で貿
易と運輸に関わるロジスティクスシステムに特化した世界最
大級の IT 企業。2025 年 1 月期の収益は 6.510 億米ドル。本
社はカナダ・オンタリオ州ウォータールー。

フォワーダー /NVOCCを対象とした欧州向け24時間ルールは2024年12月からのテスト運用が25年
3月末で終わり、2025年4月1日からは自社でHouse B/Lレベルの税関申告を手配するフォワーダー
/NVOCCがEU域内（北アイルランド、ノルウェー、スイスを含む）に船積みする場合、船積み24時間前
までに船積みする貨物の詳細をEU税関に電子申告する事が罰則付きで義務付けられました。

ICS2はACE（米国版24時間ルール）と同様に、フォワーダー /NVOがEU域外の外国港湾の積み地からEU
域内（プラス北アイルランド、ノルウェー、スイス）向けに船積みする場合、船積み24時間前にコンテナ輸送品目、
または在来貨物の詳細をEU税関にデータでファイリング（申請）することが義務付けられます。申請するデー
タの内容は、品目のHSコード、完全かつ正確な貨物明細書、危険化学物質のCUSコード、受・積み荷主のID番
号（EORI）など、売り手および買い手のデータが必要となり、EORIの取得には時間を要する場合もあります。
本番稼働した25年4月1日以降は、違反者に対して罰金などが課せられています。
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動きを抑制する要因も併存
した。 
　特に小売店の間では、コ
ア顧客の所得層による差が
顕著になり、富裕層向けブ
ランドと低所得者層向けの
Walmartの業績が好調だっ
た一方、中所得者を主な対
象としていたTargetは顧
客流出により業績が低迷し
ている。 
　米国の個人消費は、上位
10％の家計が全体の約50％
を占め、残りの90％が残り
の50％を占めている。この
その他90％の家計は、物価
高と先行き不透明感から節
約志向を強めている。こ
の、その他90％は選挙では
大票田となり、今年予定さ
れている米国中間選挙を左
右するため、今後は関税、
物価対策、現金給付や補助
金政策など新たな政策が打
ち出される可能性があると
いう。実際、2025年11月に

は輸入食材の関税が撤廃さ
れており、これらの政策が
今年の荷動きに大きな影響
を与える可能性がある。 
　前述のとおり、低所得者
向け小売りチェーンは業績
を伸ばしており、Walmart
の在庫回転率は上昇した一
方、顧客がWalmartなどへ
流出したTargetでは低下
している。 
　また、米国小売り売上高
在庫比率は低下傾向にあ
り、2025年8月は1.28と、
2024年12月の年末商戦終了
時の1.29を下回る水準とな
っている。 
　在庫水準については、在
庫回転率からは早期の在庫
補充は不要との見方がある
一方、在庫比率の低下は補
充が必要な状況を示してお
り、昨年末時点では補充の
必要性について米国内でも
見方が分かれていた。 
　日本郵船調査グループ

は、冬季商戦終了後の在庫
状況がその後の荷動きを左

右するとみて、注視が必要
だとしている。

　配船と船腹供給の面から
みると、昨年（25年）の配
船状況は、待機船が減少
し、アジア／欧州、アジ
ア／北米は荷動きに応じて
増加を示し、アジア／中
東・南アジア、アジア／ア
フリカは荷動きの増加に合
わせて各航路の船腹量も急
増した。MSCはアフリカ
航路に20,000TEU超型船を
欧州航路から転配した。ま
た、サービスネットワーク
も変化によりアジア域内、
欧州域内航路での船腹が増
加し、世界一周航路による
船腹も増加した。 
　特に24,000TEU型の超大
型コンテナ船が寄港できる

港湾の整備が進むと同時
に、サービスネットワーク
にも変化の兆しが見え、25
年にはインド、パキスタ
ン、アフリカ西岸でMSC
がこの規模のコンテナ船の
寄港を開始している。さら
にロングビーチ港、バンク
ーバー港、テッサロニキ
港、カヤオ港（ペルー）、
ダルエスサラーム港でも同
クラスのコンテナ船に対応
可能なターミナル整備が計

25～26年船腹供給は一時減少 
      スエズ運河通航再開で混乱も 

画されており、今後、超大
型船の転配がいっそう拡大
すると予想される。 
　一方、世界のコンテナ船
の2025年末時点での船腹量
は6,467隻・3,235万4,000 
TEUと、2024年末から210
隻・5.8％増加すると予測
されている。25年は21年以
来の発注ラッシュがピーク
アウトし前年から減速、今
年はさらに3.1％増にまで
減速し、年末時点で6,477
隻・3,335万4,000TEUにな
るという。 
　 2025年末の発注残は
1,000万TEUに達し、次の
竣工ピークは2027年に訪れ
ると見られる。 
　また、今年はスエズ運河
の通航再開の動きが本格化
する可能性があり、長距離
の喜望峰経由で必要とされ
ていた船腹214万3,000TEU

が余剰船腹として市場にあ
ふれ、船社は運休や一部サ
ービス休止などで船腹吸収
を図る見通しだ。これまで
3％程度と極めて低水準で
推移していた待機船も増加
する可能性が高い。一方、
欧州では港湾で慢性的な混
雑が発生しており、スエズ
経由での運航が本格的に再
開すると、一時的に港湾混
雑などの混乱が予想され
る。船社は混乱時により多
くの船腹を必要とし、余剰
船腹の吸収につながるとの
見方もある。 
　実際、足元ではアジア発
欧州航路の昨年からの好調
な荷動きは、スエズ運河再
開時の混乱への備えとし
て、今年2月の春節休暇前
まで継続するとの見方が出
ている。

JAPAN, SOUTH EAST ASIA, CHINA, KOREA, TAIWAN / MICRONESIA, 
SOUTH PACIFIC ISLANDS, PAPUA NEW GUINEA & AUSTRALIA SERVICES

東京：03(5510)1992　大阪：06(6533)5821
inquiry@kyowa-line.co.jp

Kyowa URL  https://www.kyowa-line.co.jp/ 

The Port of Long Beach moves goods to market with world-class 
customer service. Our operational excellence and digital cargo tracking 
and forecasting tools make us the Port of Choice.

The Premier Gateway



　物流施設は、オフィスな
どの他のセクターと比較す
ると建物の建設に要する工
期が相対的に短く、将来の
計画についてはまだ具体的
な情報がない物件も多い。
そのため、特に2028年の竣
工予定については、計画が
明らかになるにしたがい今
後供給量を積み増す可能性
がある。ただし、先行指標
となる建設着工統計で倉庫
用途の建築物の合計着工面
積も、全国的に年々減少し
ており、短期的には供給量
が減少するトレンドになる
と予想できる。近年の建設
コストの高騰により、物流
施設の新規開発の採算性の
ハードルは年々高まってい
る。一方、相対的に人口密
度が低い都市圏の外縁部で
は、垂直移動を伴わずに単
一のフロアで広い面積を確

保しやすい点を活かして、
倉庫の自動化を進める動き
もある。 
 
東京圏：新規供給は 
23年をピークに減少 
　東京圏の賃貸物流施設市
場における過去 3年間
（2023年～2025年）の年平
均供給量は約81万1,000坪/
年だった。今後 3年間
（2026年～2028年）につい
ては、年平均供給量は約39
万6,000坪/年と、過去3年
の供給ペースと比較すると
半減する見込み。 
　コロナ禍にEコマースの
普及が一段と進み、関連す
る物流事業者によるテナン
ト需要が高まる一方で、
2020年頃の東京圏の物流施
設の空室率は極めて低い状
態にあった。オフィスやホ
テルなどの他のセクター

は、コロナ禍のあおりを受
けて先行きに不透明感が強
かったこともあり、不動産
投資家、デベロッパーの投
資は、相対的に需要の見通
しが堅調な物流施設の開発
に向かうこととなった。建
設着工統計でも、2020年か
ら2021年にかけて、倉庫用
途の建築物の着工面積が増

大したことがみてとれる。
この時期に物流施設の開発
が集中したことが、2023年
の供給量の増大に影響を与
えた。 
　その後、需給の緩みから

空室率が上昇したことは、
タイミングを同じくして建
設コストが上昇するなか
で、賃料相場の上昇を抑制
する方向に働いた。その結
果、全体として新たな物流
施設の開発の難易度が高ま
り、投資家、デベロッパー
の開発計画に対する選択的
な姿勢が強まったことで、
供給量は減少傾向に転じ
た。 
　高騰する建設コストと土
地価格に見合った賃料収入
を得るため、高付加価値で
相対的に高い賃料が見込め
る冷凍冷蔵倉庫や危険物倉
庫として建設する物流施設
が増加する傾向もある。し
かし、従来型の物流施設と
比較すると、相対的にこれ
らの付加価値を備えた倉庫
を必要とするテナントは限
定的で、実際にテナントの
成約が進むのか注目した
い。 
 
テナント需要の 
供給への反映 
　供給のトレンドには、直
近数年のテナントの需要ト
レンドも反映している。過
去3年に竣工した物流施設
には、比較的小規模な用地
でも建設可能な、いわゆる
ボックス型のフォーマット
の物流施設が多かったが、
今後の供給ではこのタイプ

の物流施設は減少する傾向
にある（ただし、ボックス
型の物流施設は延べ床面積
が1万坪を下回るものが多
く、大部分は同レポートの
集計の対象になっていな

い）。ボックス型の倉庫
は、ランプウェイやスロー
プを備えた物流施設と異な
り、トラックの荷役スペー
スが地上階に限定される。
複数のテナントに賃貸する
場合、上層階を利用するテ
ナントも含めてすべてのテ
ナントが地上階にアクセス
できる必要があるため、区
画割りの自由度に制約が生
じ、テナントリーシング上
の障害となるケースが多
い。また、テナント側から
も倉庫の自動化対応の障害
となりやすい垂直移動を要
するボックス型を嫌う声も
多く聞こえる。このような
経緯から、ボックス型の新
築は減少傾向に転じたよう
だ。結果として、供給され
る物流施設は年々大型化す
る傾向にある。 
　また、従来は温度管理を
必要とする物品を置く倉庫
を除けば、空調設備を備え
た物流施設は比較的少なか
った。しかし、テナント側
から倉庫内で働く従業員の
熱中症対策などのために空
調設備を求める声が大きく
なり、最近の物流施設では
空調設備を備えたものが多
くなった。倉庫内の労働環
境を改善することは、従業
員の採用の促進にも寄与す
るため、特に労働集約的な
Eコマース関連の需要を意

識した物流施設では、今後
は空調設備の設置が主流に
なっていくとみる。 
 
テナントの立地選好 
　建設コストの上昇の一因
となっている労働力のひっ
迫は、物流施設のテナント
の立地選好にも影響を及ぼ
している。東京圏の物流施
設の需要は、依然としてE
コマース関連業種の需要が
大部分を占める。このよう
なテナントの倉庫では、物
品の保管だけでなく、梱包
や配送に関わる各種の作業
に要する従業員の雇用も課
題となる。その結果、より
雇用の確保しやすい人口集
積地を選好する傾向が顕著
になってきている。具体的
には、都心に近接する郊外
の人口集積地である、埼玉
県の外環道沿いや、千葉県
の内陸部（流山、柏、野田
周辺）、西東京といった立
地では、場合によっては鉄
道駅から徒歩圏にある物件
もあり、通勤利便性による
雇用確保面でのアドバンテ
ージと高速道路へのアクセ
ス性の高さの双方を満たす
現実的な立地として需要を
集めている。また、このよ
うな立地は、最終的に一般
消費者に物品を届けるEコ
マースにとって、人口が集
積する消費地へのアクセス
が良いことも利点となる。 
　また、東京圏と国内の他
の主要都市圏、あるいは海
外とを結ぶより広域の物流
ネットワークの観点では、
いわゆる「2024年問題」の
影響も無視できない。日本
の物流においては、自動車
による輸送がその大部分を
占めており、トラックドラ
イバーの労働規制の強化
は、物流テナントの需要動
向にも影響を及ぼしてい
る。特に、ドライバーの労
働時間規制の強化により、
長距離のトラック輸送に制
約が生じ、物流テナントの
立地選定に少なからず影響
を与えている。具体的な例
として、「4時間の運転毎
に30分の休憩」を要するル
ールに注目、物流施設から
4時間以内にアクセス可能
な輸送範囲を検証して合理
的な拠点配置を目指すとい
った動きがあった（実際に
は、30分の休憩を挟むこと
で、総労働時間の上限の範
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　コリアーズがとりまとめた東京圏、大阪圏、名古屋圏、福岡圏を対象としたリサ
ーチレポート「新規供給の見通し 物流施設｜2026年～2030年 東京圏・大阪圏・
名古屋圏・福岡圏」によると、過去3年間（2023年～2025年）の年間平均供給量
は約141万1,000坪/年で、今後3年間（2026年～2028年）は、年間平均供給量は
72万1,000坪/年となる見込みで、今後の供給量は全体として減少する見込みだ。

CONVENTIONAL LINER SERVICE
TO/FROM
JAPAN - BANGKOK
JAPAN - CHITTAGONG
JAPAN - VIETNAM

株式会社関西ライン
KANSAI STEAMSHIP CO., LTD.

TOKYO 6222-8996  YOKOHAMA 211-1920  NAGOYA 652-6610
OSAKA 6532-4101  KOBE 857-8869

KANSAI  LINE

建設費の高騰で物流施設供給量は減少へ
コリアーズ新規供給レポート

建設費の高騰で物流施設供給量は減少へ
都市圏外縁部では広い面積活かし自動化加速



囲で4時間を超えて輸送を
継続することは可能であ
り、4時間圏内までしか輸
送できないわけではない
が、これがひとつの目安と
なっている）。 
　ただし、地方での従業員
の雇用確保の懸念から、物
流キャパシティの強化に際
して、多拠点化よりもむし
ろ既に労働力が一定確保で
きている東京近郊の既存物
流拠点の周辺に拠点を増設
し、結果的に東京圏に物流
拠点を集約する戦略を検討
するテナントもある。国内
の物流の起点となる東京圏
では、需要側の課題とし
て、2024年問題への対応よ
りも雇用環境に対する懸念
のほうが大きい可能性も示
唆している。 
 
大阪圏：25年は50万坪
超の新規供給記録 
　大阪圏の賃貸物流施設市
場における過去 3年間
（2023年～2025年）の年平
均供給量は約34万坪/年だ
った。今後3年間（2026年
～2028年）については、年
平均供給量は約16万8,000
坪/年に半減する見込み
だ。 
　ただし、大阪圏の過去3
年の年平均供給量は、2025
年の50万坪を超える供給量
による影響が大きい。特に
兵庫県で大規模な物流施設
が複数竣工したことが、
2025年の大阪圏の供給量を
引き上げている点は考慮す
る必要がある。2023年と
2024年の供給量は、それぞ
れ年間20万坪程度で、2026
年に見込まれる供給量もこ
れらとほぼ同水準だ。 
　今後供給される物流施設
の立地は、これまでと異な
るトレンドもある。従来は
大阪府と兵庫県に供給が集
中していたが、2025年以降
の供給は、京都府や滋賀県
などの周辺の府県で増加し
ている。今後3年の供給量
では、特に京都府の供給量
が大きく、2027年以降開通
予定の新名神高速道路の沿
線で開発が進んでいる。 
 
需給動向とテナントの 
立地選好 
　コロナ禍を経て供給超過
を経験した東京圏と異な
り、大阪圏では2024年まで
目立って大きな供給量を記

録した年はなかった。その
ため、賃貸市場における需
給バランスは比較的安定し
て推移してきた。 
　一方で、供給の立地が大
阪府と兵庫県からその他の
府県に拡大すると同時に、
選択肢が広がったことでテ
ナントの立地選好も多様化
している。全国的な物流ネ
ットワークを有するテナン
ト企業では、2024年問題と
関連した物流拠点の配置の
最適化の観点から、さまざ
まな立地を検討している。 
　このようなテナント企業
では、東京～大阪間の物流
が大部分を占めることは共
通するものの、東京～大阪
間、さらに西日本の主要都
市へ展開する物流拠点の配
置戦略は多様で、他の拠点
の立地との関係によって、
大阪圏における最適な立地
は異なる。そのため、より
西側の兵庫県を選好するテ
ナントもあれば、今後供給
が多く見込まれる京都府を
選好するテナントもみら
れ、今後はテナントの物流
拠点配置に応じた需給のマ
ッチングが課題となるだろ
う。 
 
名古屋圏：22年以降は年
10万坪超の新規供給 
　名古屋圏の賃貸物流施設
市場における過去3年間
（2023年～2025年）の年平
均供給量は約18万2,000坪/
年だった。今後 3年間
（2026年～2028年）につい
ては、年平均供給量は約12
万7,000坪/年に減少する見
込み。 
　愛知県を中心とする名古
屋圏は、日本の2大主要都
市圏である東京圏と大阪圏
の間に位置し、特に2024年
問題との関連で東京～大阪
間の中継地点としての可能
性に注目が集まった。その
ためこの問題が話題になっ
て以降、新規開発が増加
し、2022年以降は概ね年間
10万坪を超える供給を記録
してきた。 
　一方で、2024年問題でフ
ォーカスが当てられたトラ
ックドライバーの休憩時間
による4時間到達圏という
基準からみると、名古屋市
内から東京方面に向かって
4時間以内に到達できる範
囲は、一般的には神奈川県
西部までで、東京～大阪間

の中継地点としての需要は
予想されたほど大きくなか
った。結果として、中継地
点としての需要は、東京～
大阪間の中間地点に近いよ
り東側の静岡県で発生した
一方で、名古屋市周辺の物
流施設の需要は、名古屋と
いう大消費地をターゲット
としたEコマース関連のテ
ナントの需要が主体となっ
た。 
　2028年以降については、
現時点では目立った大規模
物流施設の供給は見込まれ
ないものの、2027年までは
愛知県を中心に概ね過去3
年間と変わらないペースで
供給が続く見込みで、今後
の需給バランスの推移に注
目している。 
 
福岡圏：27年は年間10
万坪超の供給見込む 
　福岡圏の賃貸物流施設市

場における過去 3年間
（2023年～2025年）の年平
均供給量は約7万4,000坪/
年だった。今後 3年間
（2026年～2028年）もほぼ
同様のペースで供給が見込
まれ、年平均供給量は約7
万2,000坪/年となる見込
み。 
　福岡では、従来大規模な
物流施設の供給は限定的だ
ったが、2023年以降は年間
に複数の大規模物流施設が
竣工するペースで供給が続
いており、供給量が増加し
ている。2023年頃に竣工し
た物流施設では、これまで
福岡圏では見られなかった

高い水準での賃料での成約
があった。賃料相場が切り
上がったことで新規開発が
加速しており、特に2027年
には年間10万坪を超える供
給を予想している。 
 

テナント需要のトレンド 
　人口の集積する九州最大
の福岡都市圏を対象とする
Eコマースの拠点として
は、福岡市周辺（特に東部
の糟屋郡など）に物流拠点
の集積があり、過去3年に
はこのエリアで多数の大型
物流施設が竣工したことで
供給量が増大した。 
　一方、全国的な物流ネッ
トワークの視点では、福岡
圏の物流拠点は、東京、名
古屋、大阪などの主要都市
圏から連なるネットワーク
の終着点としての位置づけ
がある。福岡県南部と佐賀
県との間にまたがり、東西

南北方向の高速道路が交差
する鳥栖ジャンクション周
辺は、九州全域の主要都市
に4時間以内に到達可能で
あり、九州エリアの物流拠
点としては戦略上重要な立
地だ。今後3年に見込まれ

る大型物流施設の竣工は、
この鳥栖ジャンクション付
近の立地に集中しており、
これも2024年問題に端を発
するテナント企業の物流拠
点配置の最適化を意識した
トレンドだ。 
　また、これまで見られな
かった動きとして、今後3
年間にはさらに南側の熊本
県内でも、大型物流施設の
供給が見込まれる（延べ床
面積が1万坪を下回る中小
規模の物流施設も含めれば
複数の開発が進行してい
る）。これは、大消費地で
ある福岡をターゲットとし
たEコマース関連の需要

や、2024年問題による物流
拠点の最適配置とは異なる
文脈によるもので、TSMC
の進出により半導体産業の
集積が進むなかで、これに
関連する産業の需要を見込
んだものだ。
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海外販路開拓の実態を調査 
　こうした状況の中、デジ
タル貿易プラットフォーム
の 開 発 ・ 提 供 の
STANDAGE（東京都港
区）は、食品業界の海外販
路開拓の実態を調査してい
る。海外販路開拓における
課題として、輸送・物流コ
ストの高さや「輸出先国の
食品規制・輸入規制への対
応」を挙げる企業が多い。 
　STANDAGEは日本国内
で食品を海外に輸出してい
る企業、または過去に輸出
経験がある企業で、海外輸
出・海外販路開拓業務に携
わっている108人を対象
に、海外販路開拓の実態を
調査したもので、IDEAT-
ECHが提供するリサーチ
マーケティング「リサピ
ー」の企画で、10月16～17
日にインターネットで調
査、「食品業界の海外販路

開拓実態調査2025」として
と り ま と め て い る 。
STANDAGEでは、輸出・
販路拡大・販路開拓など、
貿易業務をワンストップで
支援、煩雑な業務の代行や
確実な代金回収などを提供
する「おまかせ貿易」を提
供している。 
 
アジアへの輸出が圧倒的 
　同調査の結果をみると、
現在または過去における輸
出先（複数回答）は、東南
アジア（シンガポール、タ
イ、ベトナム、マレーシ
ア、インドネシアなど）が
50.9％で最多、次いで、中
国（香港・マカオを含む）
が47.2％、台湾と北米（米
国、カナダ）が38.9％で並
び、韓国が34.3％で続き、
輸出先はアジア地域が圧倒
的に多い。回答者の約半数
が、海外販路開拓のために
「商社・貿易会社を経由し

た輸出」を活用（47.2％）
するとともに、41.7％が
「海外の展示会・商談会へ
の出展」、40.7％が「国内
の展示会・商談会での海外
バイヤーとの商談」という
回答だった。 
 
加工食品や飲料を輸出 
　輸出している、または輸
出していた食品カテゴリー
は、1位が「加工食品（レ
トルト、冷凍食品、インス
タ ン ト 食 品 な ど ） 」
（33.3％）、2位が「飲料
（清涼飲料、茶、コーヒー
など、酒類を除く）」
（30.6％）、3位が「酒類
（日本酒、焼酎、ビール、
ウ イ ス キ ー な ど ） 」
（26.9％）、4位が「調味
料（醤油、味噌、だし、ソ
ースなど）」（25.9％）、
という結果だった。 
　海外販路開拓のために活
用した支援は、「JETRO
（日本貿易振興機構）の支
援プログラム」が34.3％、
「商工会議所・商工会の支
援」が28.7%、自治体（都
道府県・市区町村）の補助
金・助成金が22.2％、中小
機構（中小企業基盤整備機
構）の支援が22.2％、農水
省の輸出促進事業（GFPな
ど）が21.3％という回答だ
った。 
 
輸送・物流コスト高が課題 
　海外販路開拓における課

題については、「輸送・物
流 コ ス ト が 高 い 」 が
36.1％、「輸出先国の食品
規制・輸入規制への対応が
難しい」が32.4％、「関税
が高く、価格競争力を保て
いない」が28.7％、「輸送
中の品質劣化（温度管理、
鮮度維持など）への対応が
難しい」が27.8％、「現地
の食品認証・ハラル認証な
どの取得に時間とコストが
かかる」が25.0％となっ
た。 
　また約半数が、海外販路
開拓において「現地パート
ナーとの信頼関係を重視
し、長期的な関係構築を図
る」（48.1％）工夫に取り
組んでいる。さらに「展示
会・商談会に継続的に参加
し、認知度向上に努めてい
る」が27.8％という回答と
なった。 
 
今後の輸出先もアジア主体 
　今後、どの国・地域への
輸出を強化したいか、また
は新規開拓したいかを聞い
たところ、「東南アジア
（シンガポール、タイ、ベ
トナム、マレーシア、イン
ド ネ シ ア な ど ） 」 が
42.6％、 「 台 湾 」 が
32.4％、「中国（香港・マ
カオを含む）」が30.6％と
いう回答で、輸送距離の短
さや需要の高さから今後も
アジア中心の展開となる模
様だ。

 

物流コスト高や相手国の食品や輸入規制が課題 
7割超がJETRO支援プログラムなどの公的支援利用

食品輸出企業の実態調査：STANDAGE

　日本政府は「食料・農業・農村基本計画」などで農林
水産物・食品の輸出額を30年までに5兆円とする目標を
設定、農林水産省では「農林水産物・食品輸出本部」を
設置、輸出促進に向け各種輸出支援策を講じてきてい
る。農水省によると2024年の農林水産物・食品の輸出
額は中国と香港向けが水産物の輸入規制の影響を受け、
大きく減少したため、伸び率は3.7％増と鈍化したもの
の、1兆5,073億円となり、初めて1.5兆円を超えた。ま
た2025年1～10月累計の輸出額は、前年同期比14.9％増
の約1兆2,915億円と、25年は2ケタ増を記録している。



　レジリエンス領域でDX
を推進するSpectee（東京
都千代田区）は、製造業の
経営層とサプライチェーン
に携わる業務担当者、合計
500人を対象に、サプライ
チェーンリスク管理に関し
て実態を調査、サイバー攻
撃・地政学リスクの脅威が
急増しても、SCリスク管
理へのデジタル活用は1割
未満にとどまることが明ら
かとなった。今回、同社は
製造業におけるリスク管理
の最新の実態と、体制構築
における課題を明らかにす
る目的で調査したもので、
11月14・15日にインターネ
ットで調査（調査会社：ク
ロス・マーケティング）し
た。 
　調査結果では、サプライ
チェーンマネジメントにお
いて、最も重視するリスク
は「自然災害」が2年連続
トップ（63.4％）、「事
故 ・ 火 災 ・ 爆 発 」
（50.8％）が続く。重要視
するリスクとして増加した
のが、「サイバー攻撃
（+11.1ポイント）」「地
政学リスク（+13ポイン
ト）」、直近1年で「サイ
バー攻撃」や「政治・政
策」、「地政学リスク」の
重要度が大幅に上昇。 
　またリスク認識には経営
層からの要望（33.9％）や
メディア報道が強く影響し
ており、サプライヤー情報
の可視化と外部リスク管理
が不十分な状況が続いてい
る。不足している情報は
「原材料供給・価格変
動」、「サプライヤー経営
状態」を上げる割合が高
く、デジタルツール導入の
障壁は「現場の業務ひっ
迫」、「情報整理の難し
さ」や「ROI（投資利益
率）」への懸念などを上
げ、サプライチェーンのリ
スク把握は「監査・訪問」
が主力、SaaSの活用は1割
未満という結果となった。 
　まだまだ、多くの企業で

は、実際の対応は手作業と
いう旧来の手法に頼ってい
る現実が明らかとなったわ
けだが、サプライチェーン
のリスク管理は、リアルタ
イムの情報収集、迅速な判
断、グローバルな全体像の
可視化を可能にするため、
AIを活用したシステムや
プラットフォームが必要
だ。代表的なソリューショ
ンを紹介する。 
 

 
価格・ルート・貿易環境
を定量化 
　ESG（環境・社会・企業
統治）分析事業を展開する
aiESG（福岡県福岡市）は
2025年12月、世界的に高ま
る地政学リスク、貿易規制
リスクに対応し、企業のサ
プライチェーン強靭化を支
援するため、新たに「サプ
ライチェーン脆弱性分析ソ
リューション」の提供を開
始した。 

　「サプライチェーン脆弱
性分析」ソリューション
は、地政学的価格影響、交
通の要衝流通、貿易環境の
変動制指数を分析するとと
もに、企業経営の意思決定
を支えるシナリオを提案す
る。価格影響については、
独自開発の機械学習モデル
を用い、地政学的リスクが
コモディティ価格に与える
影響を品目別に定量化する
もので、原油などのエネル
ギー、コーヒーなどのソフ
トコモディティ、小麦など
の穀物、金属など、主要40
品目のスポット価格に対応
している。これらデータに
基づいて、金融ヘッジとサ
プライヤー多様化のどちら
が有効かといった具体的な
意思決定を支援する。 
　交通要衝は、調達品がス
エズ運河やマラッカ海峡と
いった、地政学リスクの高

い交通の要衝をどの程度通
過しているかをマッピング
するもので、グローバルな
海上輸送データを活用し、
サプライチェーンの地理的
リスクを可視化、迂回コス
トを算出する。紛争などに
よる迂回航路発生時のコス
ト影響も算出、供給ルート
の脆弱性を具体的に評価
し、ルート最適化やリソー
スの最適配分を可能にす
る。 
　さらに貿易環境の変動制
指数は、原材料の供給元国
の規制安定性を比較・評価
し、貿易取引環境の変化に
より発生しうるリスクを洗
い出すもの。主要輸出国の
特定のコモディティカテゴ
リに対する貿易介入の内容
と過去の実績に基づく頻度
を分析、変動性を明らかに
し、貿易政策の安定性に基
づいて輸出国を分類し、介
入が頻発する国と安定的な
規制環境を持つ国を識別す
ることで、リスクを考
慮した調達戦略の策定
を支援する。 
　これら三つの分析を

組み合わせることで、企業
はサプライチェーンにおけ
る「価格変動」「物流寸
断」「貿易規制」という3
つの主要リスクを統合的に
評価・管理でき、定性的な
リスク認識にとどまらず、
定量的データに基づいた実
効性の高い調達戦略の立案
が可能となる。 
 

 
SCリスク外部評価とコン
サル支援を提供 
　グローバルサプライチェ
ーンを評価するEcoVadis 
SASは、SOMPOリスクマ
ネジメントと、日本企業の
情報開示やリスク対応を支
援するための基本合意書を
締結、日本企業が直面する
環境・労働・人権といった
持続可能性リスクを可視
化・評価し、グローバルサ
プライチェーンのリスク管

理体制の構築を推進・支援
するといった、リスクの外
部評価とコンサルティング
が一体となった価値提供の
モデルを目指す。 
　SOMPOリスクは、全社
的リスクマネジメントやサ
イバーセキュリティ、事業
継続、防災・減災などの領
域で企業のリスク管理を支
援する。一方、EcoVadis 
は全世界で15万社以上のサ

プライヤーの持続可能性を
評価してきたプラットフォ
ーマー。EcoVadisの評価
手法は、Global Reporting 
Initiative、国連グローバ
ル ・ コ ン パ ク ト 、
ISO26000などの世界基準
のサステナビリティ・スタ
ンダードに基づき、250以
上の業種に対応し、185カ
国以上で活用されている。 
　両社は今後協業により、
IT・調達・サステナビリ

ティなど複数の部門にまた
がる持続可能性リスク対応
を横断的にとらえ、サプラ
イチェーンにおけるリスク
の包括的な管理強化を支援
するとともに、SSBJを含

む国内外のサステナビリテ
ィ情報開示基準などへの規
制対応についても支援して
いく。 
 

 
AIで迅速な影響分析 
　富士通は、グローバルサ
プライチェーンにおける突
発的な外部環境変化に対応
するため、損益インパクト
を迅速に算出し、最適な意
思決定を支援するソリュー
ションを2025年7月から提
供開始した。 

　同ソリューションは、同
社が提供するオールインワ
ンオペレーションプラット
フォーム「Fujitsu Data 
Intelligence PaaS（ DI 
PaaS）」の新機能として
提供、社内外のデータを統

合し、AIエージェントの
活用により迅速な影響分析
と最適な意思決定を支援す
ることで、サプライチェー
ンのレジリエンス強化に貢
献する。企業内外に分散す
るデータを統合し、市場変
動などによる影響が大きい
対象製品の特定や損益イン
パクトを迅速に算出。ま
た、「DI PaaS」の強力な
データ統合能力により、従
来数週間を要していた影響

分析を数日で完了、AIエ
ージェントによる対策提案
により、画面上でシミュレ
ーションに基づいた最適な
意思決定を実行することが
できる。 

　具体的には、グローバル
サプライチェーンにおい
て、市場変動などにより影
響を受けているサプライヤ
ーや工場を可視化し、どの
製品がどのルートでどれだ
けの輸入コストが発生して
いるのかを提示する。自社
の利益や原価構造を詳細に
把握し、潜在的なリスクを
特定することができる。 
　また、市場変動などによ
り原価構造に変化があった
場合に、製品の価格変化が
需要に与える影響を分析す
る価格弾力性モデルによ
り、それぞれの製品の適切
な販売価格をシミュレーシ
ョン、市場変化に合わせた
最適な価格戦略を策定す
る。 
　さらに輸入コストが高騰
している調達先を変更する
際の原価構造や利益の変化
を分析し、サプライチェー
ンの最適化を支援する。代
替サプライヤーの選定や輸
送ルートの変更といったオ
ペレーションの変更による
影響を、各領域の専門AI
エージェントがさまざまな
観点から評価し、オーケス
トレーターエージェントが
総合的に判断、迅速な影響
分析と最適な意思決定を支
援する。 
 

 
災害やパンデミックのSC
強靭化へ 
　日立製作所は、自然災害
やパンデミックなどに対し
て製造業のサプライチェー
ンを強靭化するために、人
が想定しきれないインサイ
トを抽出する「ディープイ
ンサイト推定技術」を開発
した。 
　部品の型名、素材、供給
元の企業名などの部品供給
情報と、ウェブサイトで一
般に公開している企業情報
などを生成AIに入力する
ことで、地震や台風などの
部品供給リスク事象が発生
した際、人手による膨大な
調達先製造拠点情報の収集
や絞り込み作業が軽減でき
る。今回、日立グループ内
で検証したところ、85％を

超える精度でサプライヤー
の製造拠点情報を推定でき
ることを実証した。 
　地震発生時にゆれが大き
いと予想する場所や、台風
とそれに伴う河川氾濫の予

aiESG

EcoVadis/SOMPOリスク

富士通

日 立
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　地理的位置情報とリスクデータを重ねて災害リスクを特定、サプライヤーのセキュリティリス
クを自動評価、AI・IoTでリアルタイムに状況を把握、SNS・気象データで危機を検知するな
ど、多様なアプローチでサプライチェーンの脆弱性を可視化し、迅速な対応を支援するソリュー
ションが注目されている。サプライチェーンを取り巻く環境は、気候変動による自然災害の激甚
化、地政学リスクやサイバー攻撃の多発化し、予測できないリスクが多様化、拡大している。加
えて、強制労働、児童労働、ハラスメントなどの人権侵害のリスクを調査・特定し、そのリスク
を予防・軽減し、結果を継続的にモニタリング・公表しなければならない、人権デューデリジェ
ンスという取り組みも求められている。特にサプライチェーン全体のリスクを可視化するといっ
ても、自社内にとどまらず、サプライヤーをはじめとする取引先の情報も必要となり、全体像を
把握することは簡単ではない。しかもリアルタイムな情報収集、迅速な判断が求められる性格
上、従来型の監査、訪問など手作業に頼る仕組みでは、危機に直面した際にしなやかに適応・回
復し、さらに成長するといったレジリエンスな経営は実現できない。

製造業のサプライチェーンリスク低減の全体像

AIを活用し迅速かつ正確に全体像を可視化
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測情報、パンデミックや地
政学のニュースなどと重ね
合わせることで、膨大な調
達先製造拠点の中からサプ
ライチェーンリスクのある
拠点を抽出し、在庫の積み
増しや、代替調達先を調査
するなど、納期遅延に及ぼ
す影響を評価することが可
能になる。 
　今後、日立は東京大学デ
ジタルオブザーバトリ研究
推進機構と共同で製造業に
影響を及ぼすリスク予兆を
取り込み、調達リスクを可
視化し、リスク管理の効率
化を図ることで企業のサプ
ライチェーン強靭化を進め
るとともに、多様な社会リ
スク対応を目指す。 
 

 
リスク分析サービス 
　KPMGコンサルティング
（東京都千代田区）は、企
業のグローバル化にともな
い複雑化するサプライチェ
ーンの課題解決に向け、独
自のリスク分析ツールを活
用し、サプライチェーンに
おけるリスクの可視化と課
題を明確化する支援サービ
スの提供を2025年4月に開
始した。 
　同社は独自に開発したリ
スク分析ツールを活用し、
企業が保有する製品や部品
などの調達データ（一次情
報）をもとに、重要部品の
特定とマッピングによる可
視化、そして複数の指標に
よる多角的にリスクを分析
する。同ツールはKPMGジ
ャパンのアドバイザリー領
域におけるデータ戦略、デ
ータサイエンス、デジタル
インテリジェンスをコアと
したセンターオブエクセレ
ンス機能を担う、KPMGア
ドバイザリーライトハウス
と共同開発した。 
　特定の国・地域や特定の
調達先に依存しているとい
った各種条件を満たした品
目を「重要部品」として特
定する。特にリスクが高い
項目は「要対応」と表示す
るため、調達先の多元化な
どを検討すべき高リスク品
目を洗い出すのに役立つ。
また製品・部品ごとのサプ

ライチェーンを
地図上に図示し
て全体像の直感
的な把握を可能
にしている。ま
た、調達量など
のデータを合わ
せて表示するこ
とで各国・地域

ごとの調達依存度も可視化
することができる。同ツー
ルを用いることで、地理的
な観点から自社のサプライ
チェーン上、重要な海上水
路であるチョークポイント
を視覚的に把握することも
可能だ。 
　経済安全保障・地政学、
人権などの各種マクロ指標
と連動したリスク指標を用
いてサプライチェーン上の
リスクを評価し、自社の課
題を明確化することができ
る。自社の事業ポートフォ
リオやサプライチェーンの
セットアップに応じて分析
項目をカスタマイズするこ
とで、分析の精度を高める
ことができる。 
 

 
強靭なSC構築を支援 
　NIPPON EXPRESSホー
ルディングスは、顧客のサ
プライチェーンをサポート
するため、サプライチェー
ンプロセスの情報一元化
や、オーダー管理の効率化
など、包括的な物流最適化
を実現する新たなサービス
「 NX Lead Logistics 
Solutions」を2025年5月に
開始した。 
　サプライチェーンは、気
候変動による自然災害の頻
発や地政学的リスク、デジ
タル技術の革新による消費
者ニーズの多様化といった
要因が絡み合い、ますます
複雑化している。企業は煩
雑な情報管理、在庫管理の
最適化、リードタイムの短
縮といった多くの課題に直
面している。このような市
場環境の変化と多様化する
顧客ニーズに対応するた
め、新サービスを開始、顧
客のコスト削減、業務効率
化、そして強靭なサプライ

チェーンの構築を支援す
る。 
　新サービスは、コントロ
ールタワー機能でサプライ
チェーン全体を中立的な立
場から包括的に管理し、客
観的な視点から最適な物流
計画を立案・実行できる。
またオーダー管理機能によ
り、新たに構築したデジタ
ルプラットフォームを用い
てサプライチェーン上の受
発注情報を一元管理するこ
とで、情報共有がスムーズ
になり、業務効率化を図
る。さらに可視化機能で、
オーダーや輸送の進捗状況
をリアルタイムで更新し、
さまざまな輸送モードや異
なる輸送会社の情報を一元
的に把握できる。 
　物流プロセス全体管理と
パフォーマンス管理機能で
は、KPI管理や改善活動に
より、物流プロセス全体を
見直し、最適化を図るとと
もに、リスク管理と例外対
応サポート機能では、サプ
ライチェーン上で予見でき
るリスクや突発的な事象に
対し迅速にアラートを通知
することで、危機発生時の
顧客の事業継続を支援す
る。 
 

 
AIがリスク発生後の最適
シナリオ立案 
　Resilire（東京都港区）
は2025年11月、サプライチ

ェーンリスク管理サービス
「Resilire」の新機能とし
て、生成AIを活用しサプ

ライチェーンデータと市場
変化・地政学リスクなどの
外部情報を統合・解析し、
リスク分析から影響判断、
対応策提示までを自動化す
る「Resilire AI Agent」の
提供を開始した。 
　一部の機能については、
2026年春頃までに順次実装
予定だ。「Resilire AI 
Agent」は、AIを活用して
いるため、従来は数日を要
していた判断が短時間で可
能となり、予測が難しい事
態にも迅速に対応できる
AIとして、企業の意思決
定を支援するとともに、
AIがサプライチェーンの
依存関係を解析し、影響を
受ける製品や推奨する対応
策を動的にレポート化。 
地政学リスクや自然災害な
ど、今後起こり得るリスク
も含めて分析・シナリオを
立案する。 
　提供する機能は、「サプ
ライチェーンデータの可視
化・クレンジング（2026年
春提供予定）」として、
ExcelやCSVなどのデータ
をAIが自動補完・名寄せ
し、欠損や曖昧な名称を修
正して精度の高い可視化を
実現する。また「サプライ
チェーンネットワークの自
動推定」機能では、1次・2
次の調達情報を貿易データ
と照合し、2次・3次構造を
AIが自動推定、サプライ
チェーン全体の構造データ

を生成・可視化する。 
　また「公開情報解析と潜
在リスク予測（2026年春提
供予定）」機能では、外部
情報を自動収集・解析し、
潜在的なリスクを予測する
とともに、ユーザーが自然
言語で入力したリスクシナ
リオに対しても、AIが想
定影響と対応案を自動生成
する。「ボトルネックの推
定（2026年春提供予定）」

機能では、供給集中リスク
や拠点依存度をAIが自動
分析。地域・工程ごとのボ
トルネックを明示化し、リ
スク顕在化前の事前対応を
支援する。「SAQ（自己
評価調査）支援機能」で
は、各国・各業界の規制や
人権関連方針の変化をAI
が解析する。その時々の社
会動向に合わせて調査すべ
き内容や項目を自動で提示
し、ESG・コンプライアン
ス・人権デューデリジェン
スなどの調査対応を支援す
る。 
　サプライチェーン全体の
因果分析・シミュレーショ
ンとして、1社の生産停止
がサプライチェーン上で与
える影響を即時算出する
「影響分析シミュレーショ
ン」、停止時に条件（国・
リードタイム・コストな
ど）から候補を自動提案す
る「代替サプライヤー推
薦」、需給変動や調達コス
ト・在庫リスクを試算する
「PSI（需給）シナリオシ
ミュレーション」を提供す
る。 
 

 
リスクを自動検知しサプ
ライヤー情報可視化 
　防災テックスタートアッ
プのSpectee（東京都千代
田区）は2024年11月、サプ

ライチェーン・リスク管理
サービス「Spectee Supply 

Chain Resilience」
（Spectee SCR）におけ
る、グローバルなサプライ
チェーン・リスク情報を一
元管理する機能を大幅に拡
張した。 
　世界中のリスク情報を詳
細な位置情報まで取得し、
世界各地のローカルニュー
スや気象データ、地震など
の災害情報などに基づいて
被災拠点を絞り込むことも

可能。リスク情報に関連す
る拠点を自動で検知し、通
知や地図上での可視化を通
じて、迅速かつ的確な対応
をサポートする。さらに被
災の可能性があるサプライ
ヤー拠点に対して、自動で
アンケートを送付。拠点の
最新のステータスを一覧表
示し、迅速な状況把握が可
能となる。さらに発生した
リスク事象やアンケートの
回答結果などを自動的に集
計し、影響を受ける自社製
品をリスト化する。正確性
と速報性を向上しつつ、対
応に必要な工数を大幅に削
減できる。 
　リスクの把握には、発生
時にインターネットやテレ
ビ報道から最新情報を集
め、サプライヤーに電話や
メールで被害状況を確認
し、その結果をエクセルな
どで集計・報告するなど、
大量の工数と時間を要す
る。さらに夜間や休日の突
発的なリスクにも即応する
必要があるとともに、作業
が属人的になりがちだ。
Spectee SCRは世界中のリ
スク情報の一元管理機能を
大幅に強化し、あらゆる状
況下でも的確かつ迅速なサ
プライチェーン・リスクの
可視化を可能にした。 
　今後はサプライヤーを巻
き込むことで、さらに深層

のサプライヤー情報の可視
化を可能にし、サプライチ
ェーン全体を網羅的に把握
できるような機能の追加を
予定している。危機発生時
の影響範囲をより正確に把
握し、迅速な対応が可能と
なることで、企業のサプラ
イチェーン・レジリエンス
向上に貢献していく方針
だ。 
　 ま た 25年 8月 に は 、
Specteeは、製造業のサプ
ライチェーン・リスクをリ
アルタイムに可視化する新
ソリューション「スマート
リスク管理」の提供を開始
した。同サービスは、有事
の際に迅速なリスク情報の
収集、サプライヤーのつな
がりを可視化、自社製品へ
の影響の即時把握の三つを
可能にするクラウド型のサ
ービス。導入時の設定や画
面操作をシンプルにし、コ
ストを大幅に抑え、中小企
業を含め全製造業に活用可
能となった。

NXHD

Resilire

Spectee

KPMGコンサルティング

KPMGの可視化ツールの活用シーン



 
貿易規制で2.7兆円影響 
　報告書によると、気候変
動に伴い、世界貿易は新た
な道を拓き、貿易は地政学
的に連携した経済圏間で活
発化しており、米国は中国
からの輸入を削減、EUは
ロシアとの貿易を急激に縮
小、中国貿易はアジア・中
南米・アフリカの新興経済
圏が主導する構図だ。地政
学的距離が10％増加するご
とに二国間貿易は2％減少
する。これは政治的連携と
適応型サプライチェーンの
重要性を浮き彫りにしてい
るもので、この地政学的分
断は保護主義の復活と重な
り、過去1年だけで貿易規
制は3倍に拡大し、推定2.7
兆米ドル相当の商品（世界
輸入の約20％）に影響を及
ぼし、同盟関係にあり、政
治的混乱のリスクが低い国
にサプライチェーンを移転
すフレンドショアリングと

地域化を加速させている。 
　2025年に予測される世界
貿易成長の半分以上は、米
国が中国からの輸入を迂回
させる動きとなり、米国関
税引き上げ前の出荷前倒
し、貿易多様化に依存、こ
れらが合計で+2%の全体成
長のうち1.3%を占める。
2026年と2027年には、商
品・サービス貿易の伸びが
それぞれ+0.6％、+1.8％に
減速すると予測、貿易戦争
の遅延効果と、現行の貿易
インフラが対処すべき課題
を示している。 
 
国際物流ショックに脆弱性 
　パンデミック以降、グロ
ーバル物流はショックに対
する脆弱性を増しており、
重大な供給混乱が発生する
とコンテナ運賃が一時的に
2倍に上昇する可能性があ
る。この「中核」カテゴリ
ーにはスエズ運河（世界貿
易の12％）、マラッカ海峡

（40％）、ホルムズ海峡
（約世界の石油の5分の1、
LNGの20％）に加え、内
陸・沿岸貿易動脈（例：欧
州のライン川・ドナウ川、
中国の揚子江）が含まれ
る。 
　また、メガポート（中国
の上海・寧波・深圳・広
州、米国のロサンゼルス・
ロングビーチ・オークラン
ド、欧州のロッテルダム・
アントワープ・ブルージ
ュ・ハンブルク）、空港
（例：香港、ロンドン・ヒ
ースロー、ドバイ、フラン
クフルト）が含まれる。た
だ、同社独自のボトルネッ
ク分析では、港湾（アンヘ
レス、ロングビーチ、オー
クランド）、空港（香港、
ロンドン・ヒースロー、ド
バイ、フランクフルトな
ど）が含まれる。 
　また、同社独自のボトル
ネック評価表によれば、ア
ジアと欧州のハブは政治

的・気候的ショックのリス
クが高まっている。スエズ
運河とパナマ運河は、混雑
と冗長性の制限により高リ
スクボトルネックのトップ
に位置する。アジアのハブ
は容量と信頼性で優位だが
政治リスクが増大中で、欧
州の港湾は強固なインフラ
と冗長性を誇るが特に南部
で気候変動リスクが高まっ
ている。 
　中東から南部アフリカに
至る中間ハブは効率性の要
だが、政治的・環境的スト
レスに脆弱で、米州では信
頼性は高いが大西洋岸と米
国ガルフで容量がひっ迫、
東から南アフリカに至る中
間地点のハブは効率性の要
となる一方、政治的・環境
的ストレスに対する脆弱性
を残す。 
　コロナ禍以前は、原油価
格がコンテナ運賃の主な決
定要因だったが、2020年第
4四半期以降のパンデミッ
ク後の需給がひっ迫を受
け、コンテナ輸送
量は運賃変動の主
要因となった。 
　コンテナ輸送量
の20％に相当する
供給ギャップ（ス
エズ運河通過量の
ほぼ2倍に相当）
が生じると、運賃
は前年比で2倍に
上昇することが判
明している。さら
にこの新たなパラ

ダイムは、企業がより変動
の激しい輸送コストに対処
せねばならないことを意
味、パンデミック以降、世
界のコンテナ運賃の変動性
は3倍に拡大している。 
 
南南連携で新ルート 
　一方、サプライチェーン
の回復力を高め、コスト圧
力を回避し、南南連携の強
化が進む中で、新たなルー
トが台頭している。ロシア
による2022年のウクライナ
侵攻以降、中国と欧州、イ
ンドと欧州を結ぶ貿易ルー
トでは大きな変化が生じて
いる。中央回廊の貨物輸送
量は急増し、2023年には前
年比86%増、カザフスタン
鉄道の輸送量は2024年に
63%増加した。喜望峰経由
の迂回ルートも、紅海航路
に代わる信頼性はあるが高
コストな代替手段として再
浮上している。 
　一方、北米向けニアショ
アリング回廊や、南アジア

と欧州市場を結ぶ南北回廊
（インド・中東・欧州回廊
を含む）も拡大を続けてい
る。 
　中南米では、ペルーの中
国資金による新チャンカイ
港に象徴される太平洋-中
南米軸における主要な新興
ルートのひとつが、重要鉱
物資源や農業関連製品の輸
出を中国およびASEAN市
場へ導く。これは中国の中
長期的な対外経済戦略「シ
ルクロード経済ベルト」と
「21世紀海上シルクロー
ド」に基づく「一帯一路」
構想の第2段階である巨大
インフラ投資から、収益性
が高く環境に配慮した小規
模プロジェクトへ転換する
「BRI 2.0」を体現、中国
の資源利益に沿った地域に
おける商業志向の特定資産
に焦点を当てている。ただ
し、ガバナンスや大国間の
戦略的利害がこうした新興
ルートの利用を制限し、冗
長で利用率の低いターミナ
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　新しいインフラに加え、地政学的リスクや気候の制約により、貨物の物理
的な流れが変化する中、世界貿易回廊はここ数十年で最も大規模な再編を経
験、伝統的な東西ルートが依然として主流だが、多様化が加速している。世
界最大級の保険・金融サービスグループAllianz（独）は、「Old trade 
routes  for new trade wars」と題する報告書でこう指摘した。

多様化進む世界貿易回廊 
気候変動、地政学的リスクで再編
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ルを生み出すリスクがあ
り、運営者や投資家はこれ
を念頭に置くべきだ。 
 
北極海航路は戦略的賭け 
　現時点では、北極海航路
や中南米横断航路といった
条件付き航路は戦略的賭け
であり続けるが、大幅なリ
スク低減なしに資金調達可
能性は遠い。モスクワは北
極港湾の近代化、原子力砕
氷船の建造、デジタル交通
管制システムを推進し、通
年運用可能なアジア・欧州
間ゲートウェイ構想（2030
年までに北極LNGを2億ト
ンに拡大）を掲げる。北極
圏は長期的な潜在力（特に
エネルギー分野）がある
が、制裁・コスト・季節性
の影響で西側諸国の関与が
限定的な現状では、主流の
回廊というより中国・ロシ
アによる不確実な副次的な
取り組みにとどまり、アフ
リカ、中東、中南米経由の
航路も条件付きだ。 
 
次世代貿易拠点は 
　こうした変化の中で、新
たな貿易・製造拠点が世界
地図を塗り替えている。
2025年版次世代貿易拠点ラ
ンキングの更新版では、関
税・制裁・サプライチェー
ンの変化が世界的な流れを
再構築する中、経済圏がマ
ルチモーダル、物流、中間
拠点の3層で再配置されて
いることが示された。 
　 ア ラ ブ 首 長 国 連 邦
（UAE、1位）とマレーシ
ア（3位）は、アジア・中
東・欧州を結ぶ世界クラス
の港湾ジュベルアリとポー
トクランを基盤に、統合さ
れたマルチモーダル拠点と
して主導的立場にある。ベ
トナムは急増する輸出と米
国との新たな関税協定によ
り、アジアの製造業再編の
要としての役割を確固たる
ものとし、2位に躍進し
た。サウジアラビア（4
位）は11ランク急上昇、関
税引き下げ（約4％）と非
石油輸出拡大が貿易潜在力
を拡大。カザフスタン（16
位）は中国との国境である
ホルゴスでユーラシア貨物
を集約し、物流中核拠点と
して上位に躍進。下位で
は、タイ（8位）、インド
（12位）、南アフリカ（23
位）が、レムチャバン（タ
イ）やタンジールメド（モ
ロッコ）といった世界水準
のターミナルを擁しながら
も接続性で遅れを取ってい
る。一方、インドネシア
（11位）とバングラデシュ
（15位）は1兆ドルを超え
る投資ギャップに直面する
など、これらの拠点が織り
なす貿易システムは、より
広範で地域的、そして紛れ
もなく多極化している。 

 
貿易インフラ格差10兆㌦ 
　2035年までに10兆米ドル
を超える貿易インフラのギ
ャップが生じ、そのうち
7.1兆米ドルが新興市場に
集中する見込み。運賃を抑
制するためには、資金調達
もこれに対応して適応しな

ければならない。資金調達
モデルは二分化している：
安定的で低コストなモデル
と、リスクを許容する代わ
りに高いリターンを追求す
るモデルだ。 
　既存ルートにおける収益
性資産と、拡大中または条
件付き回廊における高リス

ク・高リターン案
件との比較。多国
間・国家開発銀行
は依然として中核
を担い、2023年に
は新興市場におけ
る民間共同投資を
23％増加させる触
媒となった。 
　一方、湾岸諸国
のソブリン・ファ
ンド（政府系ファ
ンド）やアフリカ
開 発 銀 行
（AfDB）の投資
プラットフォーム

であるアフリカ50などの地
域プラットフォームが積極
的な戦略的投資家として台
頭している。2024年以降に
設立された新規インフラフ
ァンドの約90％が気候変動
対策またはESG要件を掲げ
おり、グリーンファイナン
スやブレンド・ファイナン

スへの構造的転換を示して
いる。 
　先進国は深い資本市場と
成熟した官民連携（PPP）
を通じ主導権を維持する一
方、EUのグローバル・ゲ
ートウェイ（3,000億ユー
ロ）やG7のプロジェク
ト・グリーン・インフラ・
イニシアティブ（PGII、
6,000億米ドル）などのプ
ログラムは、南半球に位置
するアジアやアフリカ、中
南米地域の新興国・途上国
のグローバル・サウスにお
ける民間資本の呼び込みを
目指す。中国のBRI 2.0は
2023年に追加で1,000億米
ドルを拠出すると表明し、
小規模で環境に配慮したプ
ロジェクトに焦点を移しつ
つも中核的な存在感を維持
している。 
　しかし資金調達は依然と
して不均衡で、低・中所得

国が民間インフラ投資総額
のわずか20％しか引き付け
ていない。2030年を見据え
ると、回廊金融は計画的か
つ複合的な気候対応プラッ
トフォームへと進化し、港
湾・エネルギー・デジタ
ル・交通資産を統合する。
保証、ESG連動型金融商
品、標準化された官民連携
（PPP）枠組みが、ロビ
ト、ASEAN、インド・中
東・欧州連結などの新たな
貿易ルートを支える。今後
10年の勝者となる政府・企
業・投資家は、既存インフ
ラを強化し、大規模なリス
ク低減を図り、座礁資産
（市場や社会環境の大きな
変化と連動し、価値が大幅
に減少する資産）を回避す
ることで、強靭な接続性を
グローバル競争力の核心源
へと転換する者たちであ
る。

　　　　　　　　　　　         一般社団法人　日本造船工業会 
会長　檜垣　幸人

　明けましておめでとうございます。 
　新しい年を迎えるにあたり、謹んでご挨
拶申し上げます。 
　昨年を振り返りますと、依然として緊張
が続くウクライナや中東地域の情勢、米国
トランプ政権による関税政策の動向によっ
て、世界経済の先行きは、不透明感と不確
実性が漂う状況が続きました。分断が進
み、流動性を増す国際政治に対して、国内
経済の自立性を確保し、経済安全保障の推
進、防衛力の強化が必要となっています。
政府の新たな総合経済対策によって、我が
国経済が安定した成長を遂げ、景気の好循
環が続くことを期待したいと思います。 
　一方、昨年は、日本国内において経済安
全保障上の造船業の重要性が、国会・政府
部内で強く認識される一年となりました。
昨年６月にまとめられた政府の「骨太の方
針」や自民党の「造船業再生のための緊急
提言」を受け、造船業支援の必要性が打ち
出され、検討が開始されました。昨年11月
末に策定された政府の「総合経済対策」で
は、造船を再生するための取組みを強力に
推進し、造船能力向上に向け基金を創設す
ることとされ、そのために必要な補正予算
も決定され、ご尽力をいただきました国会
議員の先生方や政府の関係者の皆様をはじ
め、国民の皆様に篤くお礼を申し上げる次
第であります。 
　日本造船業を取り巻く現状を申し上げま
すと、一時期の危機的な状況から脱して、
好調な海運市況により新造船発注は回復
し、造船各社とも概ね3年分を超える手持
工事量を確保するに至っております。しか
しながら、エネルギーや資機材等のコスト
上昇、サプライチェーンの供給懸念、慢性
的な人員不足等、経営の安定化に向けては
多くの課題が存在しております。また、日
本の造船業が厳しい国際競争を繰り広げて
いる競合国では、造船業への公的支援等を

続けており、世界の造船市場は歪曲され、
歪んだ競争環境は変わらず、日本の造船業
界に大きな影響を与えております。 
　今後の造船マーケットの見通しにつきま
しては、現在各社とも十分な手持工事量を
抱えており、無理して新造船受注に傾注す
る状況にはありません。また、「2050年頃
までに排出ゼロ」に向けたGHG削減戦略の
条約改正案が、昨年10月に採択される予定
でしたが、1年延期となりました。GHGネ
ットゼロ排出への道筋が見えにくくはなり
ましたが、造船業としましては、幅広い発
注ニーズに対応していくことが肝要と考え
ています。採択は延期となりましたが、
2050年頃までにネットゼロ達成するという
IMOの目標自体は変わっておらず、その目
標に向けた新燃料船等の開発・普及に継続
して取り組んで参ります。 
　今後の造船需要に関しましては、世界経
済活動に伴う新造需要の増加と、2010年前
後に大量建造された船舶の代替需要が見込
まれること、更に、中長期的には次世代燃
料船への切替えが見込まれることから、高
いレベルでの需要があると見通されていま
す。 
　このように、世界的な需要の高まりが始
まりつつある中、経済安全保障上の造船業
の重要性が、国会・政府部内で強く認識い
ただいたことにより、高市総理主宰の下、
昨年11月開催された日本成長戦略会議にお
いて、17の戦略投資分野の一つとして造船
が取り上げられました。その後、政府の総
合経済対策が策定され、造船を再生するた
めの取組みを強力に推進し、造船能力の抜
本的向上に向け、10年間の基金が創設され
ることとなり、そのための必要な予算とし
て当初3年分として1,200億円が補正予算と
して決定されております。 
　この間、日本政府からは2035年に建造量
を倍増するとの目標が示されており、造船

業界としても、今後はこの目標達成に向け
て、政府の支援も得ながら、3,500億円の自
己資金も含め大規模投資を推進し、生産性
の大幅な向上を図り、2035年の建造量倍増
に向けて積極的に取り組んで参ります。 
　また、今後需要が見込まれるゼロエミッ
ション船や自動運航船等の次世代船舶にお
いては、複雑化する船舶の設計・開発効率
や性能を革新的に高めるデジタル技術の活
用が必要となっており、各社ともスマート
ファクトリー化に向けたDX推進に取り組
んでいるところであります。今後は、政府
の支援も活用し、積極的な投資によって
DX化を加速させることで、生産性を飛躍
的に向上させ、就労環境を改善し、魅力あ
る産業に変貌すべく、業界を挙げて対応し
て参ります。 
　さらに、造船各社では、ゼロエミッショ
ン船の開発のため自助努力を続けるととも
に、企業間の連携や協業、海事産業群内で
の連携の強化を進めております。我が国の
強みは、裾野の広い産業基盤を擁する海事
産業群の強固なつながりですので、この強
みを生かして、早期にゼロエミッション船
を開発し、競合国との国際競争にも打ち勝
っていく所存です。 
　私たちの生活に必要不可欠な物資の海上
輸送に欠くことのできない船舶や海上自衛
隊の艦船等を建造する日本造船業は、世界
の経済発展と日本の安全保障、更には地方
創生になくてはならないエッセンシャルな
産業であります。日本造船業は、今後も発
展し日本の経済安全保障を支え、また地域
密着型の産業として、多数の関連産業とと
もに、地域の経済・雇用に貢献して参りま
す。そのためには、海運、舶用をはじめと
する海事産業群の皆様との連携が欠かせま
せん。引き続き、関係各位の、なお一層の
ご理解とご支援をお願いしまして、新年の
挨拶とさせていただきます。

ひ か き　　　　　　　ゆ き と
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